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第 2章 国土づくりと交通 
 
１ 国土づくりの変遷 
 
全国総合開発計画／経済計画の整理 
[全総計画] 
・交通体系の整備の考え方は、「開発拠点中心の交通網整備(一全総)」といった開発
中心の考え方から、「交通機関の有機的結合(三全総)」、「各交通機関が連携し、そ
れぞれの特性が生かされた体系の実現(五全総)」といったように、複数の交通機
関による連携を意識するよう変化している。 
・また、五全総では「自然との調和」という観点が初めて入っている。 
[経済計画] 
・最新の経済計画「構造改革のための経済社会計画」では、具体の交通整備施策に
関する記述はほとんどない。 

 
 
 
 
 
 
表 これまでの全総計画［別紙１］ 
 
表 これまでの経済計画［別紙２］ 
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［別紙１］ 

表 これまでの全総計画 

 一全総(S.37) 新全総(S.44) 三全総(S.52) 四全総(S.62） 五全総(H.10) 

時代背景 

• 高度成長の幕あけ 
• 所得倍増計画 

• 高度成長の歪み顕在化 
• 情報化社会の萌芽 
• 環境破壊の顕在化 

• オイルショック 
• 安定成長への移行 
• 都市化、情報化の進展 
• 地方の時代 

• 経済社会の国際化 
• 高度情報、技術社会 
• 経済のソフト化 
• 高齢化、自由時間増大 
• 東京一極集中 

• 地球時代 
（地球環境問題、大競争、アジ
ア諸国との交流） 

• 人口減少・高齢化時代 
• 高度情報化時代 

課 題     

• 「密集の弊害」除去 
• 所得（地域）格差解消 

• 過密、過疎の同時解消 
• 環境保全 
• 自立的人間形成 

• 居住環境の整備 
• 国土の保全と利用 
• 新しい変化への対応 

• 地域の活性化 
• 国際社会との調和 
• 安全、高質な国土環境の整備 

• 自立の促進と誇りの持てる地域
の創造 

• 国土の安全と暮らしの安心の確
保 

• 恵み豊かな自然の享受と継承 
• 活力ある経済社会の構築 
• 世界に開かれた国土の形成 

目 標     
• 人口と産業の分散 • 自然の恒久的保護 

• 開発可能性の全国土的拡大 
• 国土利用の再構成 
• 安全快適な環境条件 

• 地域特性の尊重 
• 人間居住の総合的環境の計画的
整備 

• 多極分散型国土の形成 • 多軸型国土構造形成の基礎づく
り 

開発方式 • 拠点開発方式 • 新ネットワークの形成 
• 大規模開発プロジェクト 

• 定住圏構想 • 交流ネットワーク構想 • 参加と連携 

基
本
的
方
向 

1. 大動脈的幹線路の先行的整
備 

2. 開発拠点中心の交通網整備 
3. 産業基盤としての重点的整
備 

4. 過密地域の近代的、能率的交
通体系形成 

1. 国土利用の抜本的再編等に資
する新高速ネットワークの形
成 

2. 国際交流緊密化への対応 
3. 地方圏と大都市圏を結ぶ交通
体系 

4. 日本列島の主軸形成 

1. 国土利用の均衡を図るための
幹線交通体系の再構築 

2. 地域交通体系の整備 
3. 外的制約条件に適合した輸送
構造への転換 

4. 交通機関の有機的結合 

1. 国際交通拠点の地方展開等に
よる国際交流機能の強化 

2. 高速交通機関空白地域の解消
等による全国一日交通圏の構
築 

3. 多重系交通網の形成等による
安定性向上 

1. 国際交通拠点の全国適正配置、
これらへのアクセス性向上 

2. 地域自立のための各種機能へ
のアクセス機会の均等化 

3. 自然災害等に対する粘り強さ
の確保及び自然と調和した国
土形成に資する交通体系 

 

交
通
体
系
の
重
点

施
策
・
構
想 

道 
 

路 

• 大動脈的幹線道路の整備充実
• 有機的な道路網体系の先行的
整備 

• 街路、都市高速道路の整備充
実 

• 支線道路の幹線に対応した先
行的整備 

• 幹線高速道路として 7,600kmの
国幹線網を建設 

• これを補充する高速性能をもっ
た道路の整備 

• 大型架橋、都市内高速道路の建
設 

• 高規格幹線道路網は１万 km 余
で形成 

• 高速道路併用延長を計画期間中
に 4,500～5,500kmにする 

• 本四架橋の早期着工ルートを児
島・放出ルートとする 

• 高規格幹線道路網は 14,000km
の長期構想により、全国土を 1
時間到達可能領域に 

• 計画期間中に規定国幹線道及び
本四 3 ルートの構成を含め
8,000～9,000kmとする 

• 14,000kmの高規格幹線道路網
と 6,000～8,000kmの地域高規
格道路を長期的に整備 

• TDM等による都市内交通の円
滑化 

• ITSの推進 
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 一全総(S.37) 新全総(S.44) 三全総(S.52) 四全総(S.62） 五全総(H.10) 

鉄 
 

道 

• 幹線の複雑化、電化 
• 新幹線は東京・大阪間完成、
以西は需要動向をみて対処 

• 地方の施設整備充実 
• 過大都市は拡充整備 
• 貨物輸送の増強整備 
• 青函、本四の調査 

• 全国的高速幹線鉄道の整備（仙
台－福岡の建設） 

• 首都圏における高速鉄道、大都
市圏の地下鉄整備 

• 高速鉄道網は国鉄財政再建の成
果を見極めつつ対処 

• 計画期間中に東北、上越等工事
中新幹線整備 

• 青函トンネルの完成 
• 中央新幹線の調査 

• 整備計画５点については、国鉄
改革の趣旨をも考慮し逐次建設
着手 

• 在来線の速度向上、新幹線の在
来線乗り入れ 

• 磁気浮上式鉄道等質の高いシス
テム実現 

• 中央新幹線の調査 

• 幹線鉄道の高速化と都市鉄道の
混雑緩和に重点を置いた整備 

• 磁気浮上式鉄道等の早期実現 
• 中央新幹線の調査 

港 
 

湾 

• ６大港等の 路打開のための
投資 

• 大規模工業開発地区、主要港
湾で先行投資 

• 中小地区工業開発地区では限
定的投資 

• 仙台、広島等に新たな流通拠点
港湾の整備 

• 大規模流通拠点港湾の計画的配
置、整備 

• 幹線航路網は、流通拠点港湾を
結ぶ太平洋線と日本海線で構成

• 国際海上交通は、新たに北海道、
東北、北関東、日本海岸、九州
地区等を含めた 15 か所程度の
国際港湾を整備 

• 国際拠点港湾 15か所 
• 30地区の拠点港湾及び補充的港
湾による全国海上輸送網の形成

• 三大港湾、主要港湾におけるコ
ンテナターミナルの整備 

• 港湾の再開発 

• 海陸複合一貫輸送の拠点となる
港湾の重点的整備 

• 総合的な物流機能の整備 
• TSL実用化への検討、高速海上
ネットワークのための港湾整備 

  

空 
 

港 

• 空港及び空港保安施設の整備
拡充 

• 大集積地帯では大空港の建設
等抜本的な整備対策対立 

• 中核都市の空港整備による全国
的航空網の整備 

• 新東京国際空港のほか数箇所の
国際空港の整備 

• 札幌、東京、大阪、福岡、那覇
等の多空港を基幹として、おお
むね 70 地区の地方空港をもっ
て航空網を形成 

• 北海道、関西、九州等新たに 10
か所程度の国際交流拠点空港整
備 

• 15か所の空港による国際交流機
能の強化 

• 50～70 のコミューター空港の
導入 

• 成田、羽田の完成、関西国際空
港の供用 

• 中部圏での国際航空網の充実等

• 東京国際空港の統合展開の早期
完成 

• 東京圏の新たな拠点空港の調査 
• 地方空港の高質化 
• 空港への道路・鉄道等のアクセ
ス性向上 

（資料）全国総合開発計画より作成 
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［別紙２］ 

表 これまでの経済計画 
経 済 計 画         重 点 施 策         社会資本重点施策 交通の重点施策 部 門 別 の 重 点 施 策             

経済自立５ヵ年計画 
31～35 年度 

① 経済の自立 
② 雇用の増大 
③ 経済の安定 
④ 経済の質的改善と量的発
展の調整 

① 交通通信施設の整備 
② 国土保全 
③ 住宅建設 
④ 農林水産基盤の強化 

① 外航海運増強 
② 国際空港整備 
③ 国内輸送需要の増大に対す
る施設整備 

④ 大都市通勤通学交通への対
応 

道路：五箇年計画を実施し、全国の国道及び都道府県道の未改良区間の
改良を推進、有料道路制度の整備拡充 

鉄道：主要幹線の輸送力増強・電化、支線区のディーゼル化、大都市内
の通勤通学用施設の整備、特に地下鉄の増強、老朽車両の取り替
え 

港湾：荷役費の軽減等を図る外貨港湾の整備 

新長期経済計画 
33～37 年度 

① 経済の安定と高い成長率
維持 

② 国民生活の水準向上 
③ 完全雇用の実現 
④ 基礎部門の計画的拡充 

① 輸送力の増強 
② 農林水産基盤の強化 
③ 国土保全 
④ 住宅事情の安定 

① 国内輸送需要の増大と構造
変化に対処した総合的輸送
体系の確立 

② 鉱工業地帯における交通施
設の整備 

③ 大都市における交通の緩和 
④ 国際空港の整備 

道路：輸送需要に応じて交通量の多い箇所で生産活動のあい路となる
区間を重点的に整備、都市間道路網の整備と高速自動車国道の建
設 

鉄道：輸送需要の増大に応じ主要幹線の重点的な整備、輸送の近代化を
図るため、電化、ディーゼル化を推進 

港湾：輸送需要の増大と船舶の大型化、専用化に対応するため、外国貿
易港湾と主要原材料取り扱い港湾の重点的整備 

国民所得倍増計画 
36～45 年度 

① 社会資本の充実 
② 産業構造の高度化 
③ 貿易の国際経済協力の推
進 

④ 人的能力の向上、科学技術
の振興 

⑤ 二重構造の緩和と社会的
安定の確保 

① 産業基盤強化のための社
会資本の必要最小限確保
（特に交通） 

② 住宅及び生活環境施設等
の拡充、特に、都市問題の
緩和 

③ 国土保全施設の強化 

① 道路整備の拡充 
② 港湾施設の整備 
③ 総花性を排除した地域的重
点投資 

④ 空港の整備 
⑤ 都市交通施設の整備 

道路：大都市間交通の拡充、街路の整備、大工業都市と周辺地域を結ぶ
道路網の整備 

鉄道：大規模工業地帯を結ぶ重要幹線の新設及び複線化、国鉄内部機構
の徹底的合理化、労働生産性の向上 

港湾：貨物量が巨大な重要港湾の整備、新規工業地帯の原材料輸入、製
品納出港の建設 

空港：重要都市の空港建設 

中期経済計画 
39～43 年度 

① 貿易の拡大、産業構造の高
度化、科学技術の振興等生
活水準の上昇の基礎条件
整備 

② 高度経済成長の立ち遅れ
た面の是正 

③ 低生産性部門の近代化、労
働力の流動化と有効活用、
国民生活の質的向上 

④ 社会資本の整備と社会保
障の充実 

① 住宅を始めとする生活基
盤の整備 

② 農林水産部門の近代化 
③ 交通通信施設の整備 

① 交通体系の総合的拡充強化 
② 交通安全対策 
③ 過去の投資不足の回復 
④ 大都市交通対策 

道路：交通混雑の緩和と交通の安全確保を図るとともに、今後の動向を
見極めた道路整備、見改修の幹線道路の整備、幹線自動車道の段
階的建設、大都市交通混雑の緩和、生活環境としての道路の整備、
特に舗装促進 

鉄道：大都市における通勤通学輸送の増強、主要幹線の複線化、安全対
策、電化、ディーゼル化、踏切道の改善 

港湾：外国貿易港湾の整備、国内専用船、コンテナ船埠頭の整備、荷役
の機械化、臨港施設の整備、新産都市等地域開発港湾の整備 

経済社会発展計画 
42～46 年度 

① 物価の安定と経済成長の
両立 

② 経済の効率化 
③ 社会開発の推進 

① 住宅、生活環境施設の総合
的整備 

② 合理的な交通通信体系の
整備 

③ 農業関係社会資本の整備 

① 大都市交通対策 
② 交通安全対策 
③ 貨物輸送の近代化 
④ 国際交通施設の整備 
⑤ 幹線交通網の整備 

道路：大都市及び周辺の道路整備、安全対策、高速自動車国道の効率的
建設、一般国道の整備、地方道の重点的整備 

鉄道：大都市内通勤通学鉄道の整備と機能の一体化、国鉄経営の根本的
検討、新線建設の効率化、貨物輸送の近代化、高速化、太平洋側
幹線の拡充、それに直結する主要な幹線の複線化、電化 

港湾：大都市圏港湾の一体的有機的整備、国際海上コンテナ基地の整
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経 済 計 画         重 点 施 策         社会資本重点施策 交通の重点施策 部 門 別 の 重 点 施 策             
備、拠点開発港湾の重点的整備、安全対策 

空港：新東京国際空港の供用開始、幹線空港の整備、主要な地方空港に
おける大型機の全日離着陸可能化のための施設整備、安全対策 

新経済社会発展計画 
45～50 年度 

① 国際的視点に立った経済
の効率化 

② 物価の安定 
③ 社会開発の推進 
④ 適正な経済成長の維持と
発展基盤の培養 

① 良好な住宅と健康にして
安全な生活環境整備 

② 国土利用の再編成を先導
する交通通信体系の整備 

③ 国土保全と水資源開発 
④ 農林水産業の生産基盤及
び近代化施設の整備 

① 国土の主軸となる主要幹線
交通網の体系的整備 

② 大都市圏における通勤、通
学の混雑緩和、路面交通の
円滑化、物流の近代化 

③ 交通安全対策 

道路：高速自動車国道及びこれに連携する一般国道の整備、都市高速道
路、環状道路等大都市及び周辺の道路の整備 

鉄道：新幹線鉄道の整備、大都市通勤通学鉄道網の整備 
港湾：大都市圏港湾及びこれに連携する拠点港湾の整備 
空港：基幹空港及びこれに連携する主要空港の整備 

経済社会基本計画 
48～52 年度 

① 豊かな環境の創造 
② ゆとりのある安定した生
活の確保 

③ 物価の安定 
④ 国際協調の推進 

① 国民福祉の向上に直接つ
ながる生活関連施設の整
備 

② 幹線交通通信ネットワー
クの形成等国土の有効利
用のための関連施設の整
備 

① 安全、環境対策 
② 地域別に合理的な交通体系
の確立 

道路：高速自動車国道については、昭和 60 年度までに約 10,000km を整
備することを目途に、計画期間中に既供用分を含め約 3,100km
供用。生活関連道路の積極的整備、一般国道については計画期間
中に整備をおおむね完成 

鉄道：新幹線については、昭和 60 年度までに約 7,000km を整備するこ
とを目途に、計画期間中に東北、成田、上越の３線を開業、既設
分を含め約 1,900km とする。在来線の複線電化等の推進、大都市
の地下鉄網の整備推進 

港湾：流通拠点港湾の重点的整備 
空港：新東京国際空港の整備促進、関西国際空港についても早期完成を

目途に、計画期間の初期に整備着手。ジェット期の就航に対応し
た国内空港整備の推進 

昭和 50 年代前期経済計画 
51～55 年度 

① 物価の安定と完全雇用の
確保 

② 安定した生活の確保と住
み良い環境の形成 

③ 世界経済発展への協調と
貢献 

④ 経済的安全の確保と長期
発展基盤の培養 

 

① 生活環境施設の整備 
② 国民生活基盤の強化 
③ 交通通信施設の整備 

① 需要増に対し隘路となる部
分の施設強化 

② 環境及び安全対策 
③ 大都市交通の混雑緩和 
④ 幹線交通網の充実 

道路：高速自動車国道については昭和 55 年度末におおむね 3,200km の
供用を目途とする。騒音対策の推進、生活道路の整備、都市内道
路網の体系的整備 

鉄道：新幹線については、計画期間中に東北及び上越の開業を目指す。
騒音対策の推進、既存鉄道及び地下鉄網の充実、モノレール等の
整備 

港湾：流通拠点港湾及び外貨港湾の重点的整備、水質汚濁防止のための
施設整備、交通安全対策、辺地、離島の整備 

空港：国際空港の整備、国内空港のジェット化、騒音対策の推進、交通
安全対策、辺地、離島での整備推進 

新経済社会７ヵ年計画 
54～60 年度 

① 完全雇用の達成と物価の
安定 

② 国民生活の安定と充実 
③ 国際経済社会発展への協
調と貢献 

④ 経済的安定の確保と発展
基盤の培養 

⑤ 財政の再建と金融の新し
い対応 

① 生活環境施設の整備 
② 国民生活の安定のための
施設整備 

③ 交通通信施設の整備 

① 幹線交通体系の整備 
② 生活に密着した地域交通施
設の整備 

③ 安全の確保、環境の保全及
びエネルギー効率の向上 

道路：高速道路国道については昭和 60 年度末におおむね 4,200km の供
用を目途とする。都市内道路網の体系的整備、歩道、自転車道、
歩行者専用道路の整備、バスレーンの整備 

鉄道：新幹線については、東北、上越の両線を開業する。モノレール、
新交通システムの建設、都市高速鉄道の整備、既存鉄道の有効活
用 

港湾：流通拠点港湾、国際港湾等の整備 
空港：新東京国際空港と東京国際空港の整備、関西国際空港の建設推

進、ジェット機、大型航空機の就航に対応した地方空港の整備 
1980 年代経済社会の展望と指
針 
58～65 年度 

① 完全雇用の達成と物価の
安定 

② 行政の改革と財政の改革、

① 安全基盤の整備 
② 活力基盤の整備 
③ 快適基盤の整備 

① 高速交通網の形成 
② 効率的な物流ネットワーク
の形成 

道路：高速自動車国道については交通需要等を勘案しつつ、整備計画区
間の建設を促進し、東名及び名神の改築を推進する。本四架橋に
ついては、１ルート３橋等の建設を推進、一般国道のバイパス、
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経 済 計 画         重 点 施 策         社会資本重点施策 交通の重点施策 部 門 別 の 重 点 施 策             
金融の対応 

③ 国際社会の発展への貢献 
④ 活力ある経済社会の建設 
⑤ 国民生活の安定と向上 

※ 民活導入 
※ 受益者負担制度 

③ 高まる国際化への対応 
※ 整備コストの適切な負担と

補助 
※ 日本国有鉄道の再建 

↓ 
高度なモビリティ確保 

環状道路、都市高速道路等の整備を進め、高規格な幹線道路ネッ
トワークの機能を充実する。 

鉄道：新幹線については、東北新幹線の都心乗入れを図る。整備新幹線
については財源措置等の諸条件の整備を待って、事業採算性を慎
重に検討し、長期的な視点から逐次その整備を図る。在来線をフ
ィーダー網として充実し、主要都市間の高速輸送手段としての機
能向上を図り、併せて乗継ぎの円滑化を図る。 

    大都市の鉄道については、既設線等の増強、都心乗入れ、地下
鉄等の整備を図るとともに、既存施設の有効活用により、運行回
数の改善等サービス向上に努める。 

港湾：国際貿易港の拠点的整備、港湾再開発 
空港：新東京国際空港の整備、東京国際空港の沖合展開を推進。関西国

際空港の建設について調査、結論を得て推進。地方空港のジェッ
ト化、大型化を推進。 

世界とともに生きる日本 
－経済運営５ヵ年計画－ 
63～67 年度 

① 豊かさを実感できる国民
生活の実現 

② 産業構造調整の円滑化と
地域経済社会の均衡ある
発展 

③ 対外不均衡の是正と世界
への貢献 

① 多極分散促進のための高
速交通ネットワークの整
備 

② 豊かさを実現できる経済
社会の実現のための国民
生活基盤の整備 

③ 産業構造調整の円滑化の
ための基盤整備 

④ 次代に向けた新しい発展
の基盤の整備 

道路：幹線道路網については、広域経済圏及び圏域間を連絡する全国的なネットワークの形成、既供用区
間の機能強化等に重点を置くとともに、大都市圏における環状方向の道路網の整備等を促進する。 

鉄道：鉄道網については、新幹線と在来線から成る高速かつ広域的なネットワークの形成を図る。また、
整備新幹線については、国鉄改革の趣旨をも考慮して、逐次建設に着手する。なお、建設の着手に
当たっては、着工の優先順位や財源問題等について適切な結論を得るものとする。 

港湾：海上交通網については、効率的な物流サービスの全国的な普及、海上交通の高速性、定時性の向上
を図るため、各港湾相互間の機能分担・連携強化等を図る。 

空港：航空網については、東京圏、関西圏における基幹的な空港及び地方圏における一般空港を整備する
とともに、航空輸送サービスが享受できない地域の解消、多様な航空輸送需要への対応を図る。 

生活大国５ヵ年計画 
－地球社会との共存を目指し
て－ 
H4～8 

① 環境と調和した内需主導
型経済の定着 

② 生活大国への変革 
③ 地球社会との共存 
④ 発展基盤の整備 

① 安全で快適な質の高い国
民生活の確保 

② 国土の均衡ある発展 
③ 環境、エネルギー、労働
力供給制約等の問題への
対応 

④ 国際的な観点からの社会
資本の整備 

道路：高規格幹線道路と、これに連携する幹線道路網の体系的整備 
鉄道：整備新幹線の建設、鉄道ネットワークの高度化の推進 
港湾：地方圏の港湾整備による物流機能の地方への分散 
空港：首都圏における空港能力の拡充、地方圏の全国的ネットワーク形成及び国際化のための基盤整備 

構造改革のための経済社会計
画 
－活力ある経済・安心できる
くらし－ 
H7～12 

① 自由で活力ある経済社
会の創造 

② 豊かで安心できる経済
社会の創造 

③ 地球社会への参画 
④ 発展基盤の確立 
⑤ 行政財政革の推進 

① 快適な生活環境の形成 
② 安全で安心できる生活の
確保 

③ 新しい日本経済の発展基
盤の構築 

[大都市圏について] 
交通需要マネジメント施策 

[大都市圏について] 
道路：ネットワークの効率的整備 
鉄道：複々線化などによる整備（フレックスタイム制度の普及による混

雑緩和） 

（資料）各種計画より作成 
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大都市圏に偏った社会資本整備の実態 
・都道府県別の行政投資額を見ると大都市圏の割合が高く、可住地単位面積当たり
で見ると、その偏りが更に顕著になる。 
・県域別行政投資シェアの推移では、1980 年代より大都市圏のシェアが漸増して
きている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

可住地単位面積（１㎞２）当たりの
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順位 都道府県名
行政投資額

（対全国指数）

1 東京都 3,824(829)
2 大阪府 2,050(517)
3 神奈川県 1,527(385)
4 兵庫県 1,218(307)
5 京都府 792(200)
6 愛知県 720(182)
7 埼玉県 632(159)
8 奈良県 599(151)
9 福岡県 538(136)

10 沖縄県 505(127)
全国平均 396(100)
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500,000

600,000

3 4 5 6 7 8
年度

（単位：億円）

事業別行政投資額　単位：億円、（％）

129,423

47,159

44,956

42,751

,320

64,254

76

555

4

27,611 37,446
26,052

水産 下水道 国土保全 文教施設 住宅 都市計画

環境衛生 港湾 空港 工事用水 その他

（26.3)

（9.6)

（9.2)

（8.7)

9)

2)

（13.1)

)

（7.6)（5.6)

（5.3)

都道府県名 投資総額 構成比

1 東京都 44,862（△10.6） 9.1
2 兵庫県 33,298（　   4.8） 6.8
3 北海道 30,819（△  6.6） 6.3
4 大阪府 26,878（△  6.3） 5.5
5 神奈川県 21,769（△  6.0） 4.4
6 愛知県 21,002（△  6.7） 4.3
7 埼玉県 16,084（△  3.8） 3.3
8 千葉県 14,969（△10.1） 3.0
9 福岡県 14,729（△  2.4） 3.0

10 新潟県 14,343（　   4.0） 2.9

圏域別行政投資シェアの推移

行政投資実績」 

注） 大都市圏： 東京圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）
 名古屋圏（岐阜、愛知、三重） 
 関西圏（京都、大阪、兵庫、奈良） 
 地方圏： 大都市圏以外の地域 
 
（出典） 国土庁計画調整局作成資料 
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２  国土づくりにおける交通の役割 
 
全国総合開発計画と交通施設整備 
・全国総合開発計画で採られた開発方式を見ると、開発がキーワードになっていた
初期の全総に比べ、最近の全総では、交流、参加、連携といった国土のネットワ
ーク化を目指したものが構想の中心となってきている。 
・交通施設整備は、どの時代も全総の中心的役割を果たしており、具体的に定めら
れた交通体系整備の方向に従って計画的に国土形成が図られてきた。 

 
全総計画と交通施設整備 

基本目標 開発方式 交通体系整備の方向

一全総(S37) 地域間の均衡ある発展 ＜拠点開発構想＞
目標達成のため工業の分散を図
ることが必要であり、東京等の既
成大集積と関連させつつ開発拠
点を配置し、交通通信施設により
これを有機的に連絡させ相互に
影響させると同時に、周辺地域の
特性を活かしながら連鎖反応的に
開発を進め、地域間の均衡ある発
展を実現する.

二全総(S44) 豊かな環境の創造 ＜大規模プロジェクト構想＞
新幹線、高速道路等のネットワー
クを整備し、大規模プロジェクトを
推進することにより、国土利用の
偏在を是正し、過密過疎、地域格
差を解消する。

三全総(S52) 人間居住の総合的環境の整備 ＜定住構想＞
大都市への人口と産業の集中を
抑制する一方、地方を振興し、過
密過疎問題に対処しながら、全国
土の利用の均衡を図りつつ人間
居住の総合的環境の形成を図る。

四全総(S62) 多極分散型国土の構築 ＜交流ネットワーク構想＞
多極分散型国土を構築するため
①地域の特性を活かしつつ、創意
と工夫により地域整備を推進、②
基幹的交通、情報･通信体系の整
備を国自らあるいは国の先導的
な指針に基づき全国にわたって
推進、③多様な交流の機会を国、
地方、民間諸団体の連携により形
成する。

五全総(H10) 多軸型国土構造形成の基礎づくり ＜参加と連携＞
多様な主体の参加と地域連携に
よる国土づくり①多自然居住地域
（小都市、農山漁村、中山間地域
等）の創造②大都市のリノベーショ
ン（大都市空間の修復、更新、有
効活用）③地域連携軸（軸状に連
なる地域連携のまとまり）④広域国
際交流圏（世界的な交流機能を
有する圏域）の形成

1. 国際交通拠点の全国適正配
置、これらへのアクセス性向上
2. 地域自立のための各種機能へ
のアクセス機会の均等化
3. 自然災害等に対する粘り強さ
の確保及び自然と調和した国土
形成に資する交通体系

1. 大動脈的幹線路の先行的整
備
2. 開発拠点中心の交通網整備
3. 産業基盤としての重点的整備
4. 過密地域の近代的、能率的交
通体系形成

1. 国土利用の抜本的再編等に資
する新高速ネットワークの形成
2. 国際交流緊密化への対応
3. 地方圏と大都市圏を結ぶ交通
体系
4. 日本列島の主軸形成

1. 国土利用の均衡を図るための
幹線交通体系の再構築
2. 地域交通体系の整備
3. 外的制約条件に適合した輸送
構造への転換
4. 交通機関の有機的結合

1. 国際交通拠点の地方展開等に
よる国際交流機能の強化
2. 高速交通機関空白地域の解
消等による全国一日交通圏の構
築
3. 多重系交通網の形成等による
安定性向上

（資料）全国総合開発計画より作成 



 

22 

交通の先行整備により開発が成功した事例 
・成功事例として、東急田園都市線沿線、名古屋環状 2号線と植田中央土地区画整
理事業の２例が挙げられる。 

 
 

【東急田園都市線沿線の開発の概要】 

イ. 開発計画 

・ 昭和 26 年…東京の西南地域に大規模住居都市建設の基本構想を発表 

・ 昭和 28 年…関係自治体と地元代表に「城西南地区開発趣意書」を発表 

（主旨） 

・開発対象地区は、大山街道（国道 246 号）に沿って川崎市宮前地区より横浜市長津田を経て座

間方面に至る地域 

・土地約 500 万坪を買収し、開発土地区画整理方式 

・交通手段としては、鉄道又は高速道路を建設 

・昭和 31 年…鉄道建設を含むマスタープランを発表 

（大要） 

・基本方針…計画区域 4500ha を４ブロックに分け、区画整理より新都市を建設 

・交通計画…既設の大井町線を延長して溝の口から長津田に至る鉄道を建設（昭和 32 年溝の口

から中央林間に変更） 

・人口…４ブロック合計で 33 万人 

ロ. 都市開発手法 

住宅地造成を目的とする土地区画整理法に基づく区画整理事業である。事業費や組合運営一切を東

急が負担し、その代わりにこれに見合う保留地を譲り受けるという方法を採用している。 

ハ. 開発推移 

開発の推移の概要は、下表に示す通りである。 

表 開発の推移 

期間（昭和） 区画整理完成面積 
（累計進捗度） 人口（昭和） 田園都市線開発状況 

36年～41年 223ha（7.1%） 47千人（41年） 41年 4月 溝の口～長津田間（14.2㎞）開通 

42年～45年 1,003ha（38.8%） 104千人（45年） 43年 4月 長津川～つくし野間（1.2㎞）開通 

46年～50年 874ha（66.5%） 195千人（50年） 47年 4月  つくし野～すずかけ台間（1.2㎞） 

51年～55年 647ha（86.9%）  300千人（55年） 51年 10月 すずかけ台～つきみ野間（2.3㎞）開通

56年～59年 125ha（90.9%） 366千人（59年） 59年 4月 つきみ野～中央林間間（1.2㎞）開通 

60年～ 288ha（100%） ――― 

計   3,160ha     ――― 

参考：52年 4月 新玉川線開通 
   54年 8月 田園都市・新玉川・半蔵門の３線
         直通運転開始 

（資料） 各種資料により作成 
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【名古屋環状 2 号線と植田中央土地区画整理事業の概要】 

１． 植田中央土地区画整理事業の概要 

場 所      ： 名古屋市天白区 

施工区域面積： 約 230ha 

設 立 認 可      ： 昭和 49 年 5 月 

仮 換 地      ： 昭和 60 年より 

換 地 処 分      ： 平成 9年 1月 

解 散 認 可      ： 平成 10 年 3 月 

 

２．名古屋環状 2号線の概要及び計画経緯 

概要 

名古屋市の外周部を通過する延長約 66km の道路 

自動車専用道路と一般国道の複断面構造 

経緯 

昭和42～43年       幅員 50～60m を基本とする陸上部の都市計画決定 

昭和46年4月        一般国道 302 号事業化 

昭和57年11月       専用部の都市計画変更 

昭和57年4月       名東区高針地区（L=0.7km）2/6 供用 

昭和61年3月        名東区高針地区（L=0.7km）2/6 供用 

平成元年4月        名東区高針地区（L=0.5km）2/6 供用 

平成3年 4月        天白区植田地区（L=2.0km）2/6 供用 

平成5年 4月        名東区上社地区（L=0.5km）2/6 供用 

平成6年 3月        天白区平針地区（L=0.9km）2/6 供用 

 

３．植田中央土地区画整理事業に関連する学区の人口の推移 

（出典）建設省資料 

植田中央（人） 天白区（人） 区における割合

昭和57年 9,300 102,100 9.11%

昭和58年 10,700 105,300 10.16%

昭和59年 12,100 108,100 11.19%

昭和60年 13,400 111,300 12.04%

昭和61年 14,500 114,600 12.65%

昭和62年 15,600 118,300 13.19%

昭和63年 16,900 123,100 13.73%

平成元年 18,500 127,200 14.54%

平成2年 21,400 131,600 16.26%

平成3年 23,500 135,600 17.33%

平成4年 24,500 137,400 17.83%

平成5年 25,500 139,700 18.25%

平成6年 26,800 141,300 18.97%

平成7年 27,900 142,200 19.62%

平成8年 29,200 145,000 20.14%
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組合区画整理事業による道路整備 ～名古屋市の例～ 
・名古屋市における組合整理事業は明治時代の耕地整理事業に始まり、旧都市計画
法に基づく土地区画整理事業を経て、現在の土地区画整理事業に至る。 
・現在は、旧都市計画法に基づく区画整理で基盤整備が完了した地区の周辺部に組
合が設立され、組合区画整理事業が施行されている。 
・近年の組合区画整理事業では、都市計画道路の用地提供、区画道路の舗装、公園･
緑地の確保、上下水道･都市ガスの布設はもとより、名古屋環状 2号線、地下鉄、
各種公共施設の用地確保に協力し、施設整備を容易にしている。 

 
組合区画整理事業の変遷 

（単位：面積 km2） 

耕地整理組合 旧法区画整理組合 新法区画整理組合 計 
年代 市域面積 

組合数 面積 組合数 面積 組合数 面積 組合数 面積 

市域面積
に対する

比率(％)

1926 149.56 27 33.81 11 7.81 38 41.62 27.38

1945 161.73 33 38.50 98 50.79 131 89.29 55.21

1970 325.66 33 38.50 99 51.08 114 54.65 246 144.23 44.29

1983 327.63 33 38.50 99 51.08 160 71.8 292 161.46 49.28

1989 326.37 33 38.50 99 51.08 172 77.13 304 166.71 51.08

1995 326.37 33 38.50 99 51.08 195 87.94 327 177.52 54.39

地域別事業実績 
（平成 7 年末現在） 

設 立 認 可 施 行 中 
地域名 区    名 

組合数 施行地区面積(ha) 組合数 施行地区面積(ha)

東 部 千種、東、瑞穂、名東 35 1,552.0 3 76.4

東 南 部 南、緑、天白 89 3,315.3 26 1,062.1

北 部 北、西、守山の一部 17 1,540.8 1 1.4

西 部 中村、中川、港 50 1,626.7 7 168.1

志 段 味 守山の一部 4 759.0 4 759.0

合 計  195 8,793.8 41 2,067.0
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＜組合事業のインフラ整備への貢献＞ 

 

■市営都市公園整備への貢献 

 

 

 

■下水道整備への貢献 

 

 

 

■道路整備への貢献 

 

 

 

■都市計画道路の整備への貢献 

 

 

 

 

 

 

 

事業費助成と施行組合数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）名古屋市計画局「組合区画整理」（1996）より作成 
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国土･都市政策と交通政策／道路政策 

・国土･都市政策、道路政策、交通政策の関係を整理すると、下図のよう
・道路政策に含まれる交通政策としては、高規格幹線道路整備等のハード
や道路管理等のソフト施策、また道路政策に含まれない交通施策として
港湾整備等のハード施策、規制監督等のソフト施策がある。 

 

図 国土･都市政策と交通／道路政策 
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３  交通の変遷と現状 
 
交通機関別分担率の推移 
・旅客、貨物における交通機関間の分担関係を距離帯別で見ると、両者とも時代と
ともに変化してきたが、最近は一定の方向を示すようになってきている。 

・旅客では、S52～H9 の 20 年間で、鉄道は 750km 以上の長距離帯を除き漸増し、そ
れを上回る旅客輸送需要に対しては、500km 以下では自動車が、500km 以上では
航空が対応している。 

・貨物では、直近の 10 年間（S62～H9）で、鉄道の貨物輸送量、機関分担率ともに
減少が下げ止まり傾向にあり、増大する貨物輸送需要に対しては、自動車と船舶
が対応している。 

 
 
 
別紙資料 
 
交通機関別分担量・分担率の推移 
【旅客】 
距離帯：～100km、100～300km、300～500km、500～750km、750～1,000km、1000km～ 

【貨物】 
距離帯：～100km、100～300km、300～500km、500～750km、750～1,000km、1000km～ 

 

※距離帯は、鉄道の路線長で集計している。 

 ［参考］東京－名古屋：366km、東京－大阪：556km、東京－福岡：1175km 

 

(資料）運輸省運輸政策局情報管理部「貨物・旅客地域流動調査・解析資料編」より作成 
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分担量・分担率の推移：貨物～100km
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分担量・分担率推移：貨物500～750km
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分担量・分担率の推移：旅客～100km
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分担量・分担率の推移：旅客500～750km
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分担率の推移（旅客） 
・距離帯別機関別分担率の推移をみると 750km 以上で、依然動きがあるものの、
全体としては距離帯別に分担率が固定的になりつつある。 

 
図 距離帯別機関分担率（輸送人員ベース）の推移（旅客） 

71%

74%

42%

30%

5%

29%

26%

49%

55%

39%

18%

12%

36%

76%

23%

4%

2%

3%

5%

0%

1%

-100

100-300

300-500

500-750

750-1000

1000-　　

自動車 鉄道 航空 船舶

 
注）矢印はＳ57 からＳ62 の動きを示す 
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注）矢印はＳ62 からＨ４の動きを示す 
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分担率の推移（貨物） 
・距離帯別機関別分担率は、s62から h4の変化に対し、h4から h9はほとんど変
化がなく、距離帯毎に分担率は固定しつつある。 

 
図 距離帯別機関分担率（トンベース）の推移（貨物） 
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機関分担率まとめ（旅客） 
（１）地域間輸送 
・300km 以上の中距離帯、100km～300km の短距離帯ともに鉄道の分担率は減少して
いるが、量的には微増傾向にある。これは、短距離帯での自動車、中距離帯での
航空機の量的な伸びが鉄道に比べて大きいためである。 

[中長距離輸送] 
・S52 から S62 にかけては鉄道の分担率低下が目立つが、絶対量はほとんど変化し
ていない。 
・S62 から H9 にかけては全般的に輸送量は増加しているが、特に定期航空の増加が
目立つ。 
[短距離輸送] 
・S52 から S62 にかけては、鉄道の微増に対し、自動車が大幅に増加しているため、
分担率が大きく変化している。 

・ 62 から H9 にかけては、輸送量の伸び率がほぼ同じであり、分担率に大きな変化
はない。 

 
図 中長距離輸送（300km以上） 
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図 短距離輸送（100km～300km） 
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（２）地域内輸送 
・各地域、各都市とも各々特徴を持っているが、全般的には自動車輸送の分担率
伸びが高くなっている。また、都市（圏）規模が大都市（圏）に近づくほど、
鉄道輸送の分担率が高くなる傾向にある。 
・３大都市圏では、自動車輸送の分担率が徐々に高くなっている。 
・ その他地域内でも自動車輸送の分担率は高くなっているが、S62 から H9 は、ほ
とんど変化はない。 

・ 各都市内輸送の推移をみると、東京では鉄道／二輪車の増加が、仙台では路線
バスの減少及び自動車／二輪車の増加、福井では、鉄道／路線バスの減少及び
自動車の増加（いずれも分担率）が目立つ。 

 
図 ３大都市圏内の輸送 
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図 その他地域内の輸送 
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（資料）運輸省「貨物／旅客地域流動調査解析資料編」をもとに作成 
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図 大都市での地域内輸送（東京圏） 
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図 地方都市での地域内輸送（仙台） 
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図 地方都市での地域内輸送（福井） 
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  参考：Ｓ62年に地下鉄南北線が開業 
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（３）東京圏の機関分担率の特徴（旅客） 
・都市圏で発生する通勤目的の 526 万ﾄﾘｯﾌﾟのうち、約７割に相当する 370 万ﾄﾘｯ
ﾌﾟが区部に集中している。 

 
図 東京都市圏の通勤トリップ 

 
【Ｓ６３】 
 

区部

都市圏計

 

区部

都市圏計

 
（資料

 
割合
3,699,547(72.5%)

5,255,361(46.0%)

116,115(2.3%)

336,028(2.9%)

514,088(10.1%)

3,354,350(29.4%)

466,124(9.1%)

1,614,222
(14.1%)

303,626(6.0%)

865,520
(7.6%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

集中量

発生量

鉄道 路線ﾊﾞｽ 自動車 二輪車 徒歩

 

）

11,426,225 人

5,099,500 人

 
量
40 

3,699,547(72.5%)

5,255,361(46.0%)

116,115(2.3%)

336,028(2.9%)

514,088(10.1%)

3,354,350(29.4%)

466,124(9.1%)

1,614,222
(14.1%)

303,626(6.0%)

865,520
(7.6%)

0 2,000,000 4,000,000 6,000,000 8,000,000 10,000,000 12,000,000

集中量

発生量

(人)

鉄道 路線ﾊﾞｽ 自動車 二輪車 徒歩

 

建設省都市局都市交通調査室「都市圏パーソントリップ調査データ集」をもとに作成 
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）建設省都市局都市交通調査室「都市圏ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ調査ﾃﾞｰﾀ集」（平成７年２月）をもとに作成 
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競合関係のイメージ（旅客） 
・’85 から’94 の変化では、長距離輸送において鉄道が航空に転換している。 
・ 同様に短距離においては鉄道が自動車に転換している 

図 各モードの競合関係(イメージ) 
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（資料）運輸省「貨物旅客地域流動調査・解析資料編」(各年版)をもとに作成 
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機関分担率まとめ（貨物） 
・300km 以上の中距離帯、100～300km の短距離帯とも鉄道貨物輸送量の減少が著し
い。全体量が伸びた中での減少であり、中距離帯では自動車と海運に、短距離帯
では自動車に輸送手段が転換したものと考えられる。 
[中距離輸送] 
・S52 から H9 までの 20 年間で、自動車の輸送量は２倍以上になり、鉄道の輸送量
は半分近くまで減少した。 
[短距離輸送] 
・鉄道の輸送量は、S62 から H9 までの 20 年間で３分の１以下に減っている。 

 
図 中長距離輸送(300km～)の推移 
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（資料）運輸省「貨物旅客地域流動調査・解析資料編」(各年版)をもとに作成 
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図 短距離輸送(～300km)の推移 
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競合関係のイメージ（貨物） 
・ 短距離は自動車、長距離になるにつれて船舶輸送という関係が鮮明。 
・ 全体的に鉄道の分担率は低い。 
・ ’85から’94に10%以上分担率が変化したのは中長距離における道路と鉄道の関係。

図 各モードの競合関係(イメージ) 
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単一輸送、複合輸送の現状 
・純流動（トンベース）でみると平成７年は貨物輸送の 84％が、トラックによる単
モード輸送であり、複合輸送が占める割合は小さい。 
・トラックとそれ以外の輸送機関との複合輸送は 3％～4％程度で推移している。 

図 貨物の複合輸送（トンベース） 
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注) １：「端末輸送機関なし」のデータを単モード輸送とした。 
２：全体の輸送量から単モードによる輸送量を除いたものを複合輸送の量とした。 
３：H7のデータについては、統計の元となるアンケートの形式が、それまでとは異なっており、積みかえ
に関する質問の仕方があいまいであるため、H2のトラックの単一／複合の割合で全体量を按分して算
出した。 

(
資料） 「第６回物流ｾﾝｻｽ平成７年全国貨物純流動調査 (Ⅱ)全国編」
 「第５回物流ｾﾝｻｽ平成２年全国貨物純流動調査 (Ⅱ)全国編」をもとに作成 
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・純流動（件ベース）でみると平成７年は貨物輸送の６割近くがトラックによる単
モード輸送であり、全体で４割の複合輸送のうち 99％にトラック輸送が関与して
いる。 
・昭和 55 年から 60 年にかけて、複合輸送の件数が３倍以上に伸びているが、その
全てがトラックによる複合輸送であり、これは宅配便の普及の影響と考えられ
る。 

 
図 貨物の複合輸送（件ベース） 
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注) １：「端末輸送機関なし」のデータを単モード輸送とした。 
２：全体の輸送量から単モードによる輸送量を除いたものを複合輸送の量とした。 
３：H7のデータについては、統計の元となるアンケートの形式が、それまでとは異なっており、積みかえ
に関する質問の仕方があいまいであるため、H2のトラックの単一／複合の割合で全体量を按分して算
出した。 

(
資料) 「第６回物流ｾﾝｻｽ平成７年全国貨物純流動調査 (Ⅱ)全国編」
 「第５回物流ｾﾝｻｽ平成２年全国貨物純流動調査 (Ⅱ)全国編」をもとに作成 
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・純流動（トンキロベース）でみると平成７年は貨物輸送の 60％が、トラックによ
る単モード輸送であり、全体で 10％の複合輸送のうち 99％はトラック輸送が関
与している。 
・トンベースで見た複合輸送の割合が３％に過ぎなかったことから、トラックの単
一モード輸送は短距離輸送、複合輸送は長距離輸送が中心であることが類推でき
る。 

図 貨物の複合輸送（トンキロベース） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注) １：「端末輸送機関なし」のデータを単モード輸送とした。 
２：全体の輸送量から単モードによる輸送量を除いたものを複合輸送の量とした。 
３：H7のデータについては、統計の元となるアンケートの形式が、それまでとは異なっており、積みかえ
に関する質問の仕方があいまいであるため、H2のトラックの単一／複合の割合で全体量を按分して算
出した。 
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複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

97.7％

100％

253,826,083 236,546,197

636,354,720

621,578,335

↓95%

     60,264
  1,759,416
129,386,375

その他     60,265(0%)
航空    1,764,149(0.3%)
鉄道 132,438,353(20.8%)

↓100%

↓99.7%

↓100%

トラック
1,404,235,260
(44.1％)

その他  40,650,880(1.3%)
海運 1,188,597,800(37.4%)
鉄道   110,010,920(3.5%)

     単一モード輸送 2,743,494,860(86.3%)

複合輸送
437,366,820(13.7%)

3,180,861,680

昭和55年貨物輸送量（３日間調査）(単位:ﾄﾝｷﾛ)

トラック
142,209,200
(32.5%)

海運
173,809,390
(39.7%)

↓97.7%

複合輸送

複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

97.2％

100％

142,209,200 164,089,360

437,366,820

424,934,980

↓94.4%

  950,570
117,685,850

航空     953,040(0.2%)
鉄道 120,395,190(27.5%)

↓100% ↓99.7%

トラック
2,087,130,210
(49.6％)

その他  33,932,020(0.8%)
航空             0(0.0%)
海運 1,066,532,750(25.3%)
鉄道    68,918,040(1.6%)

     単一モード輸送3,256,513,020(77.4%)

複合輸送
951,095,190(22.6%)

4,207,608,210

平成２年貨物輸送量（３日間調査）(単位:ﾄﾝｷﾛ)

トラック
248,617,690
(26.1%)

海運
588,832,220
(61.9%)

↓99.9%

複合輸送

複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

99.8％

100％

248,617,690 586,660,580

951,095,190

948,764,960

↓99.6%

   2,919,350
 110,567,340

航空    2,925,410(0.3%)
鉄道 110,719,870(11.6%)

↓100% ↓99.8%

トラック
1,752,074,900
(50.6％)

その他 30,867,230(0.9%)
航空            0(0.0%)
海運  994,104,230(28.7%)
鉄道   64,530,340(1.9%)

     単一モード輸送 2,841,576,700(82.0%)

複合輸送
623,266,430(18.0%)

3,464,843,130

昭和60年貨物輸送量（３日間調査）(単位:ﾄﾝｷﾛ)

トラック
285,234,110
(45.8%)

海運
256,881,960
(41.2%)

↓99.5%

複合輸送

複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

91.6％

100％

285,234,110 204,987,710

623,266,430

570,924,020

↓79.8%

  2,105,240
78,596,960

航空  2,182,460(0.4%)
鉄道 78,967,900(12.7%)

↓100% ↓96.5%

(
資料） 「第６回物流ｾﾝｻｽ平成７年全国貨物純流動調査 (Ⅱ)全国編」
 「第５回物流ｾﾝｻｽ平成２年全国貨物純流動調査 (Ⅱ)全国編」をもとに作成 
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・単一･複合輸送の状況を距離帯別でみると、複合輸送の割合は距離帯が大きくな
るに従って増加する。（～100km:1.5％、100～300km:1.9％、300～500km:9.6％、
500～1000km:14.1％、1000km～:25.1％） 
・複合輸送の大半は鉄道と海運で、500km を越える距離帯でもトラックを代表輸送
機関とする複合輸送は全体の 1％を下回っている。 

 
図 貨物の複合輸送（トンキロベース） 

平成７年貨物輸送量（３日間調査）（単位：ﾄﾝｷﾛ） 

0-100km 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

100-300km  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

トラック681,245,532(87.9％)

その他 25,513,403(3.3%)
航空            0(0.0%)
海運   47,652,109(6.1%)
鉄道    9,154,404(1.2%)

 単一モード輸送763,565,448(98.5%)

複合輸送
11,726,205(1.5%)

775,291,653

トラック
3,992,207(34.0%)

海運
7,568,715
(64.5%)

↓95.7% ↓100%

複合輸送

複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

87.5％

100％

3,819,883 6,270,607

11,726,205

10,255,675

↓82.8%

↓83.7%

その他 59,850(0.5%)

505

航空      603(0.0%)

59,850

↓100%

鉄道
104,830(0.9%)

104,830

トラック584,414,983(72.5％)

その他   263,783(0.0%)
航空           2(0.0%)
海運 189,112,835(23.4%)
鉄道  17,158,249(2.1%)

 単一モード輸送790,949,852(98.1%)

複合輸送
15,675,686(1.9%)

806,625,538

鉄道
2,035,255
(13.0%)

海運
13,035,061
(83.2%)

↓69.2% ↓100%

複合輸送

複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

89.8％

100％

2,035,255 11,620,703

14,075,894

14,075,894

↓89.1% ↓100%

トラック
602,996(3.8%)

その他 414(0.0%)

417,562

414

航空 1,960(0.0%)

1,960

↓100%
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300-500km 500-1000km 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1000km- 全  体 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）「第６回物流ｾﾝｻｽ平成７年全国貨物純流動調査」より作成 

トラック
409,489,331(55.8%)

その他   251,780(0.0%)
航空         329(0.0%)
海運 244,289,347(33.3%)
鉄道   9,126,051(1.2%)

 単一モード輸送663,156,838(90.4%)

複合輸送
70,175,986(9.6%)

733,332,824

鉄道
12,025,250
(17.1%)

海運
57,562,763
(82.0%)

↓89.8% ↓100%

複合輸送

複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

97.1％

100％

12,025,250 55,592,382

70,175,986

68,146,830

↓96.6%

トラック
574,825(0.8%)

その他    0(0.0%)

516,050

0

航空 13,148(0.0%)

13,148

↓100%

トラック
506,888,803(45.9％)

その他   786,133(0.1%)
航空       3,510(0.0%)
海運 435,626,540(39.5%)
鉄道   5,129,424(0.5%)

 単一モード輸送948,434,410(85.9%)

複合輸送
155,094,892(14.1%)

1,103,529,302

鉄道
62,606,286
(40.4%)

海運
90,811,255
(58.6%)

↓88.2% ↓100%

複合輸送

複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

96.1％

100％

62,592,226 84,912,391

155,094,892

149,019,818

↓93.5%

トラック
1,379,245(0.9%)

その他    0(0.0%)

1,217,101

0

航空298,106(0.2%)

298,100

↓100%

トラック
195,077,701
(35.6％)

その他   188,709(0.0%)
航空      39,918(0.0%)
海運 212,681,483(38.8%)
鉄道   2,552,452(0.5%)

複合輸送
137,425,083(25.1%)

547,965,346

鉄道
55,666,731
(40.5%)

海運
79,288,074
(57.7%)

↓93.6% ↓94.5%

複合輸送

複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

96.9％

100％

52,628,813 78,150,114

137,425,083

133,179,620

↓98.6%

トラック
1,019,945(0.7%)

その他      0(0.0%)

954,989

0

航空 1,450,333(1.1%)

1,445,704

↓99.7%

 単一モード輸送410,540,263(74.9%)

トラック
2,377,116,350(59.9％)

その他  27,003,808(0.7%)
航空        43,759(0.0%)
海運 1,129,362,314(28.5%)
鉄道    43,120,580(1.1%)

 単一モード輸送3,576,646,814(90.2%)

複合輸送
390,097,852(9.8%)

3,966,744,663

鉄道
132,438,352
(34.0%)

海運
248,265,868
(63.6%)

↓91.5% ↓97.7%

複合輸送

複合輸送のうちトラック
輸送が関与している割合

96.0％

100％

129,386,374 236,546,197

390,097,852

374,677,837

↓95.3% ↓100%

トラック
7,569,218(1.9%)

その他  60,264(0.0%)

6,925,585
1,759,417

航空 1,764,150(0.5%)

60,264

↓99.7%
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品目別機関分担率の推移 
・品目別の機関分担率の推移を見ると、化学工業品、軽工業品を始めとして、鉄道
の分担率の減少が目立つ。 
・交通手段別には、自動車があらゆる品目を輸送しているのに対し、海運は鉱産品
や金属加工品などバルキーで重量のある品目を輸送し、鉄道は雑貨をコンテナ輸
送している現状がわかる。 

 
貨物地域流動調査について 
 
・交通機関別に将来の輸送需要予測及び輸送施設整備計画立案等の基礎資料とすることを念
頭において実施されている調査である。 
・距離帯別の集計に関しては、府県間の県庁所在地の鉄道距離をもとに分類している。 
 
［自動車］ 
・サンプル調査であるため、地域、あるいは品目を細分化して求めた本調査の輸送量データの
精度は低い。 

［鉄道］ 
・昭和 s63年度以降は無償による輸送分が除かれている。 
・コンテナについては品目上は「その他」に含まれている 
［海運］ 
・「港湾統計」(運輸省運輸政策局)の”移入貨物品種別仕出港別表”を基準としているため、
直接の外貿貨物は含まれていないが、外貿貨物のフィーダー輸送については含まれていると
考えられる。 

[表]貨物地域流動調査の品目分類 
 

品目分類 内容 
穀物 
野菜・果物 
その他の農産品 
畜産品 

（１） 農水産品 

水産品 
木材 （２） 林産品 
薪炭 
石炭 
金属鉱 
砂利・砂・石材 
石灰石 

（３） 鉱産品 

その他の非金属鉱 
鉄鋼 
非鉄金属 
金属製品 

（４） 金属機械工業品 

機械 
セメント 
その他の窯業品 
石油製品 
石炭製品 
化学薬品 
化学肥料 

（５） 化学工業品 

その他の化学工業品 
紙・パルプ 
繊維工業品 

（６） 軽工業品 

食料工業品 
日用品 （７） 雑工業品 
その他の製造工業品 
金属くず 
動植物性飼肥料 

（８） 特種品 

その他の特種品 
（９） その他 その他 
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１．距離帯別品目別輸送機関分担率 
（１）（１）（１）（１）農水産品農水産品農水産品農水産品    

 Ｈ９   総流動量：２６３，８０２千トン 

Ｓ６２  総流動量：２９１，７３６千トン 

Ｓ５２  総流動量：２４３，７５１千トン 

3,587 千トン
(1.4%)

3,618 千トン
(1.4%)

4,575 千トン
(1.7%)

10,674 千トン
(4.0%)

19,193 千トン
(7.3%)

222,155千トン
(84.2%)

3,526 千トン
(1.2%)

2,591 千トン
(0.9%)

4,840 千トン
(1.7%)

9,526 千トン
(3.3%)

22,289 千トン
(7.6%)

248,964千トン
(85.3%)

3,447 千トン
(1.4%)

2,380 千トン
(1.0%)

4,102 千トン
(1.7%)

7,304 千トン
(3.0%)

18,410 千トン
(7.6%)

208,108千トン
(85.4%)

218,495

17,309

9,852

3,899

2,811

2,398

823

1,189(66.9%)

(77.7%)

(85.2%)

(92.3%)

(90.2%)

(98.4%)

34 (0.2%)

3,660

1,851

806

676

(1.6%)

(33.1%)

(22.3%)

(14.8%)

(7.7%)

(9.6%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

243,628

19,836

8,100

4,040

2,023

2,044

116

1,437(58.0%)

(78.1%)

(83.5%)

(85.0%)

(89.0%)

(97.9%)

113

45

646

232

120

(0.1%)

(1.3%)

(4.5%)

(2.3%)

(1.3%)

(2.9%)

5,104

1,807

451

687

1,307

(2.1%)

(40.8%)

(17.4%)

(14.2%)

(13.7%)

(8.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

c

202,083

14,573

4,301

2,132

1,058

1,432

1,175

957

1,165

1,651

851(41.5%)

(44.5%)

(52.0%)

(58.9%)

(79.2%)

(97.1%)

1,921

1,115

1,352

(0.5%)

(33.8%)

(40.2%)

(28.6%)

(18.5%)

(10.4%)

4,910

1,915

365

796

(2.4%)

(24.7%)

(15.3%)

(19.4%)

(22.6%)

(10.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

自動車        鉄道        海運 

（資料）運輸省「貨物・旅客地域流動調査・解析資料編」をもとに作成 
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（２）（２）（２）（２）林産品林産品林産品林産品    

 Ｈ９   総流動量：１７６，２２２千トン 

Ｓ６２  総流動量：１７１，９２１千トン 

Ｓ５２  総流動量：２２８，１６４千トン 

935 千トン
(0.5%)

1,277 千トン
(0.7%)

2,591 千トン
(1.5%)

6,174 千トン
(3.5%)

16,742 千トン
(9.5%)

148,503千トン
(84.3%)

646 千トン
(0.4%)

774 千トン
(0.5%)

1,614 千トン
(0.9%)

4,878 千トン
(2.8%)

16,881 千トン
(9.8%)

147,128千トン
(85.6%)

787 千トン
(0.3%)

1,097 千トン
(0.5%)

2,711 千トン
(1.2%)

4,304 千トン
(1.9%)

22,011 千トン
(9.6%)

197,254千トン
(86.5%)

147,310

666

430 505

1,996

5,408

15,955

(46.0%)

(52.2%)

(77.0%)

(87.6%)

(95.3%)

(99.2%)

1

200

(0.0%)

(0.1%)

993

787

611

595

765

(0.7%)

(54.0%)

(47.8%)

(23.0%)

(12.4%)

(4.7%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

145,380

15,617

3,623

974

396

248

1,252

398(38.4%)

(51.2%)

(60.3%)

(74.3%)

(92.5%)

(98.8%)

7

280

3

(0.2%)

(0.1%)

(0.0%)

1,468

1,257

378

640

(1.0%)

(61.6%)

(48.8%)

(39.7%)

(25.7%)

(7.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

193,095

19,452

2,379

1,462

567

301

1,595

365(38.2%)

(51.7%)

(53.9%)

(55.3%)

(88.4%)

(97.9%)

809

936

330

122

134

234

(0.5%)

(15.5%)

(12.2%)

(8.6%)

(7.7%)

(3.7%)

3,223

1,750

396

1,014

(1.6%)

(46.4%)

(36.1%)

(37.4%)

(37.1%)

(8.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

自動車        鉄道        海運 

（資料）運輸省「貨物・旅客地域流動調査・解析資料編」をもとに作成 
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（３）（３）（３）（３）鉱産品鉱産品鉱産品鉱産品    

 Ｈ９   総流動量：２，０１７，３３２千トン 

Ｓ６２  総流動量：１，６４０，９９８千トン 

Ｓ５２  総流動量：１，６２９，０２０千トン 

26,133 千トン
(1.3%)

14,035 千トン
(0.7%)

18,875 千トン
(0.9%)

36,356 千トン
(1.8%)

88,099 千トン
(4.4%)

1,833,834 千トン
(90.9%)

28,477 千トン
(1.7%)

11,024 千トン
(0.7%)

15,450 千トン
(0.9%)

28,706 千トン
(1.7%)

96,899 千トン
(5.9%)

1,460,442 千トン
(89.0%)

36,706 千トン
(2.3%)

12,302 千トン
(0.8%)

17,299 千トン
(1.1%)

29,546 千トン
(1.8%)

81,322 千トン
(5.0%)

1,451,845 千トン
(89.1%)

1,762,538

46,220

2,715

1,025

33,641

25,904

229

70

(0.9%)

(0.5%)

(5.4%)

(7.5%)

(52.5%)

(96.1%)

208

16

3,972

(0.2%)

(0.1%)

(0.2%)

67,323

41,671

13,949

17,850

(3.7%)

(99.1%)

(99.4%)

(94.6%)

(92.5%)

(47.3%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

1,390,540

58,249

27,013

28,429

48

290

556

1,659

(0.2%)

(2.6%)

(3.6%)

(5.8%)

(60.1%)

(95.2%)

29

674

9,108

34

8

(0.6%)

(0.1%)

(0.2%)

(0.1%)

(0.7%)

60,794

37,976

10,726

14,865

(4.2%)

(99.8%)

(97.3%)

(96.2%)

(94.1%)

(39.2%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

1,371,968

37,030

1,536 26,906

36,469

54

336

(0.4%)

(1.9%)

(5.2%)

(45.5%)

(94.5%)

3,218

25,006

1,104

237

306

488

(1.7%)

(0.6%)

(2.5%)

(2.8%)

(3.7%)

(4.0%)

54,871

41,074

11,942

16,475

(3.8%)

(99.4%)

(97.1%)

(95.2%)

(91.1%)

(50.5%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

自動車        鉄道        海運 
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（４）（４）（４）（４）金属機械工業品金属機械工業品金属機械工業品金属機械工業品    

 Ｈ９   総流動量：８４２，５４５千トン 

Ｓ６２  総流動量：７４０，９１３千トン 

Ｓ５２  総流動量：５８７，０８１千トン 

25,174 千トン
(3.0%)

23,352 千トン
(2.8%)

43,545 千トン
(5.2%)

56,367 千トン
(6.7%)

85,773 千トン
(10.2%)

608,334千トン
(72.2%)

17,280 千トン
(2.3%)

13,197 千トン
(1.8%)

34,175 千トン
(4.6%)

48,500 千トン
(6.5%)

89,304 千トン
(12.1%)

538,457千トン
(72.7%)

594,899

72,906

31,974

18,536

24,229

22,613

4,659

2,561

(10.2%)

(20.0%)

(42.6%)

(56.7%)

(85.0%)

(97.8%)

45

74

1

26

169

165

(0.1%)

(0.0%)

(0.0%)

(0.1%)

(0.4%)

(0.3%)

13,362

12,822

18,667

24,840

(2.2%)

(89.8%)

(79.9%)

(57.0%)

(43.0%)

(14.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

1,606

22,377

15,671

2,882

13,149

25,958

76,185

528,406

(9.3%)

(21.8%)

(38.5%)

(53.5%)

(85.3%)

(98.1%)

110

3

282

44

165

94

(0.0%)

(0.0%)

(0.7%)

(0.3%)

(0.3%)

(0.3%)

10,008

12,837

10,221

20,916

(1.9%)

(90.7%)

(77.4%)

(61.2%)

(46.1%)

(14.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

431,451

988

590

17,171

12,237

42,363

16,028

7,573

2,374

(7.2%)

(23.9%)

(29.5%)

(46.4%)

(76.3%)

(96.4%)

747

463

1,350

1,127

496

(0.1%)

(3.6%)

(5.9%)

(4.4%)

(3.9%)

(1.3%)

15,709

12,427

6,976

17,010

(3.5%)

(89.2%)

(70.2%)

(66.2%)

(49.7%)

(22.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上 13,721 千トン
(2.3%)

9,940 千トン
(1.7%)

25,710 千トン
(4.4%)

34,549 千トン
(5.9%)

55,537 千トン
(9.5%)

447,624千トン
(76.2%)

自動車        鉄道        海運 

（資料）運輸省「貨物・旅客地域流動調査・解析資料編」をもとに作成 
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（５）（５）（５）（５）化学工業品化学工業品化学工業品化学工業品    

 Ｈ９   総流動量：１，２５４，７３３千トン 

Ｓ６２  総流動量：９８４，４７９千トン 

Ｓ５２  総流動量：９２９，４４６千トン 

 

882,204

2,229

52,708

21,090

8,158

18,224

69,055

865 (3.9%)

(10.4%)

(16.9%)

(25.4%)

(48.0%)

(93.1%)

8,691

20

129

7,046

921

71

(6.0%)

(0.1%)

(0.6%)

(0.1%)

(1.3%)

(0.7%)

58,116

65,968

19,064

40,173

(6.1%)

(96.0%)

(89.0%)

(83.0%)

(73.4%)

(45.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

56,340

1,833

49,196

19,082

659,993

12,869

6,710

835 (4.2%)

(10.2%)

(16.9%)

(20.2%)

(47.0%)

(91.3%)

347

35

9,990

11,103

1,599

270

(1.5%)

(0.2%)

(1.5%)

(0.9%)

(2.5%)

(8.3%)

52,142

53,550

15,840

32,746

(7.2%)

(95.6%)

(88.3%)

(82.3%)

(77.3%)

(44.7%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

596,106

35,114

2,948 2,365

1,177

21,480

224

7,878

1,069

(1.0%)

(5.4%)

(7.7%)

(13.2%)

(32.5%)

(87.5%)

19,740

21,291

5,936

891

(3.1%)

(3.9%)

(6.0%)

(6.2%)

(9.9%)

(18.3%)

63,993

53,038

17,529

32,799

45,868

(9.4%)

(95.1%)

(88.6%)

(86.1%)

(76.9%)

(49.2%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

19,952 千トン
(2.0%)

17,943 千トン
(1.8%)

39,804 千トン
(4.0%)

63,663 千トン
(6.5%)

119,879千トン
(12.2%)

723,238千トン
(73.5%)

22,595 千トン
(2.4%)

19,775 千トン
(2.1%)

38,113 千トン
(4.1%)

59,682 千トン
(6.4%)

107,892千トン
(11.6%)

681,389千トン
(73.3%)

21,975 千トン
(1.8%)

21,422 千トン
(1.7%)

48,402 千トン
(3.9%)

71,853 千トン
(5.7%)

143,715千トン
(11.5%)

947,366千トン
(75.5%)

自動車        鉄道        海運 

（資料）運輸省「貨物・旅客地域流動調査・解析資料編」をもとに作成 
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（６）（６）（６）（６）軽工業品軽工業品軽工業品軽工業品    

 Ｈ９   総流動量：５２２，２６２千トン 

Ｓ６２  総流動量：４５０，５６０千トン 

Ｓ５２  総流動量：３１９，４８２千トン 

412,631

57,847

25,194

9,430

2,556

5,0031,726 (25.7%)

(50.3%)

(86.7%)

(93.6%)

(98.3%)

(99.7%)

141

140

741

(0.2%)

(1.3%)

(2.8%)

1,184

850

2,521

1,308

990

(0.3%)

(74.3%)

(49.7%)

(12.0%)

(3.7%)

(1.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

365,907

45,324

16,601

7,261

1,997 210

832

4,0511,279 (22.2%)

(53.3%)

(85.0%)

(88.3%)

(97.4%)

(99.7%)

389

422

535

71

1,360

(0.0%)

(7.3%)

(5.6%)

(4.6%)

(7.2%)

(1.1%)

1,215

677

1,542

888

(0.3%)

(70.4%)

(41.1%)

(10.4%)

(4.4%)

(1.5%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

258,114

28,644

8,616

3,649

602

832

3,359

615

(11.6%)

(22.8%)

(66.2%)

(69.2%)

(88.4%)

(98.8%)

3,086

1,099

3,004

1,486

1,066

1,215

(0.4%)

(23.5%)

(39.5%)

(26.9%)

(24.1%)

(9.5%)

2,036

663

1,019

380

(0.8%)

(64.9%)

(37.8%)

(6.9%)

(6.7%)

(2.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

5,752 千トン
(1.3%)

3,749 千トン
(0.8%)

8,538 千トン
(1.9%)

18,793 千トン
(4.2%)

46,536 千トン
(10.3%)

367,192千トン
(81.5%)

5,177 千トン
(1.1%)

2,699 千トン
(0.6%)

5,514 千トン
(1.2%)

12,452 千トン
(2.8%)

32,392 千トン
(7.2%)

261,248千トン
(58.0%)

6,729 千トン
(1.3%)

5,077 千トン
(1.0%)

10,878 千トン
(2.1%)

26,925 千トン
(5.2%)

58,838 千トン
(11.3%)

413,815千トン
(79.2%)

自動車        鉄道        海運 

（資料）運輸省「貨物・旅客地域流動調査・解析資料編」をもとに作成 
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（７）（７）（７）（７）雑工業品雑工業品雑工業品雑工業品    

 Ｈ９   総流動量：３２３，４８８千トン 

Ｓ６２  総流動量：２４１，３０８千トン 

Ｓ５２  総流動量：１６５，５７７千トン 

249,574

31,991

16,166

14,617

6,023

3,050

(99.7%)

(99.3%)

(99.4%)

(97.8%)

(97.4%)

(88.4%)

12

25

(0.1%)

(0.1%)

400

92

322

161

187

860

(0.6%)

(0.6%)

(2.2%)

(2.6%)

(11.6%)

(0.3%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

194,022

23,563

9,276

7,696

2,528

8751,262 (59.0%)

(89.3%)

(92.0%)

(99.0%)

(99.6%)

(99.5%)

14

3

11

2

12

1

(0.0%)

(0.1%)

(0.0%)

(0.2%)

(0.1%)

(0.0%)

931

75

300

655

79

(0.5%)

(40.9%)

(10.6%)

(7.8%)

(0.8%)

(0.3%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

137,800

14,061

5,872

3,275

801 527

1,085

(53.4%)

(81.9%)

(92.3%)

(95.7%)

(98.1%)

(99.3%)

71

53

137

146

142

173

(0.0%)

(11.5%)

(10.7%)

(4.1%)

(2.2%)

(0.5%)

881

197

98

128

130

(0.6%)

(35.1%)

(7.4%)

(3.6%)

(2.1%)

(1.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

2,139 千トン
(0.9%)

2,830 千トン
(1.2%)

8,366 千トン
(3.5%)

9,367 千トン
(3.9%)

23,650 千トン
(9.8%)

194,956千トン
(80.8%)

1,501 千トン
(0.6%)

1,325 千トン
(0.5%)

3,549 千トン
(1.5%)

6,139 千トン
(2.5%)

14,329 千トン
(5.9%)

138,734千トン
(57.5%)

3,451 千トン
(1.1%)

6,183 千トン
(1.9%)

14,939 千トン
(4.6%)

16,271 千トン
(5.0%)

32,204 千トン
(10.0%)

250,440千トン
(77.4%)

自動車        鉄道        海運 
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（８）（８）（８）（８）特殊品特殊品特殊品特殊品    

 Ｈ９   総流動量：１，２３０，６１１千トン 

Ｓ６２  総流動量：１，１８４，０２４千トン 

Ｓ５２  総流動量：９６５，３６４千トン 

1,098,261

53,029

9,560

3,176

1,579

2,577552 (17.6%)

(62.9%)

(59.1%)

(75.6%)

(95.6%)

(99.4%)

17

7

40

17

56

1

(0.0%)

(0.2%)

(0.0%)

(0.3%)

(0.4%)

(0.1%)

6,630

2,378

929

2,181

3,037

(0.6%)

(82.2%)

(37.0%)

(40.6%)

(24.0%)

(4.3%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上 3,135 千トン
(0.3%)

2,509 千トン
(0.2%)

5,373 千トン
(0.5%)

12,653 千トン
(1.1%)

55,447 千トン
(4.7%)

1,104,907千トン
(93.3%)

5,039 千トン
(0.4%)

2,282 千トン
(0.2%)

4,744 千トン
(0.4%)

10,759 千トン
(0.9%)

29,100 千トン
(2.5%)

913,440千トン
(77.1%)

7,335 千トン
(0.6%)

4,375 千トン
(0.4%)

10,278 千トン
(0.8%)

17,432 千トン
(1.4%)

47,480 千トン
(3.9%)

1,143,711 千トン
(92.9%)

43,540

13,947

7,275

2,376

1,042

1,138,442 (99.5%)

(91.7%)

(80.0%)

(70.8%)

(54.3%)

(14.2%)

1

161

1

1

1

(0.0%)

(0.0%)

(0.0%)

(0.0%)

(0.0%)

6,291

3,484

3,002

1,998

3,940

5,109

(8.3%)

(20.0%)

(29.2%)

(45.7%)

(85.8%)

(0.4%)0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

907,407

25,359

5,878

4,479

436

197

1,995

(3.9%)

(19.1%)

(42.1%)

(54.6%)

(87.1%)

(99.3%)

1,500

1,012

1,365

623

385

363

(0.1%)

(7.2%)

(16.9%)

(13.1%)

(12.7%)

(5.2%)

5,021

2,242

1,461

2,126

3,516

(0.5%)

(88.9%)

(64.0%)

(44.8%)

(32.7%)

(7.7%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上
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（９）（９）（９）（９）その他その他その他その他    

 Ｈ９   総流動量：１０７，０９０千トン 

Ｓ６２  総流動量：９５，２０４千トン 

Ｓ５２  総流動量：７２，９９７千トン 

22,100

4,660

3,338

12,394

17,133

22,737

(29.2%)

(52.2%)

(72.3%)

(83.1%)

(92.1%)

(91.0%)

1,877

8,073

4,263

1,869

3,448

4,746

(7.6%)

(70.7%)

(47.7%)

(27.7%)

(16.7%)

(7.7%)
326

61

5

11

9

41

(1.3%)

(0.1%)

(0.1%)

(0.1%)

(0.2%)

(0.2%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

22,255

4,597

3,365

17,638

17,033

12,493

(38.9%)

(62.4%)

(76.9%)

(89.0%)

(93.1%)

(88.7%)

3,748

5,276

1,629

2,094

2,085

2,762

(10.5%)

(61.0%)

(37.5%)

(23.1%)

(10.9%)

(6.8%)

162

28

3

11

5

18

(0.8%)

(0.1%)

(0.0%)

(0.1%)

(0.1%)

(0.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

3,035

2,396

13,052

9,563

14,931

11,183

(41.1%)

(59.8%)

(75.1%)

(85.6%)

(82.7%)

(69.8%)

3,126

4,543

2,174

3,421

2,039

3,173

(28.3%)

(58.6%)

(40.1%)

(24.9%)

(14.3%)

(17.3%)

305

7

5

3

16

25

(1.9%)

(0.3%)

(0.1%)

(0.0%)

(0.2%)

(0.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

8,646 千トン
(9.1%)

7,363 千トン
(7.7%)

16,252 千トン
(17.1%)

19,136 千トン
(20.1%)

23,913 千トン
(25.1%)

19,894 千トン
(20.9%)

5,833 千トン
(8.0%)

5,079 千トン
(7.0%)

12,739 千トン
(17.5%)

15,251 千トン
(20.9%)

18,063 千トン
(24.7%)

16,032 千トン
(22.0%)

11,420 千トン
(10.7%)

8,928 千トン
(8.3%)

17,151 千トン
(16.0%)

20,622 千トン
(19.3%)

24,675 千トン
(23.0%)

24,294 千トン
(22.7%)
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（１０）（１０）（１０）（１０）総貨物総貨物総貨物総貨物    

 Ｈ９   総流動量：６，７３８，０８４千トン 

Ｓ６２  総流動量：５，８０１，１４３千トン 

Ｓ５２  総流動量：５，１４０，８８４千トン 

 

 

116,773

83,004

77,330
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377,560
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(14.7%)
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(53.5%)
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(97.1%)
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8,095
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(0.2%)
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57,785
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(2.7%)
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(51.8%)
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500km-750km

750km-1000km
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370,399

18,127

11,238

105,109

72,523

4,643,775

104,678

56,055

(12.5%)

(29.2%)

(41.7%)

(48.6%)

(74.9%)

(96.6%)

4,768

5,792

13,814

22,950

5,435

3,462

(0.5%)

(6.5%)

(5.6%)

(3.5%)

(2.5%)

(2.8%)

138,454

110,585

40,390

73,589

(2.9%)

(81.0%)

(65.2%)

(54.7%)

(48.8%)

(22.3%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

10,817

6,797

97,694

79,7836,941

65,540

32,933

10,294

231,527

4,109,207

(7.3%)

(18.1%)

(28.8%)

(36.4%)

(61.1%)

(95.2%)

34,217

55,518

16,752

8,083

(1.3%)

(8.5%)

(11.9%)

(9.4%)

(9.3%)

(9.0%)

150,949

113,312

39,790

70,731

(3.5%)

(84.2%)

(70.0%)

(61.8%)

(54.3%)

(29.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km未満

100km-300km

300km-500km

500km-750km

750km-1000km

1000km以上

89,553 千トン
(1.5%)

61,979 千トン
(1.1%)

134,412 千トン
(2.3%)

215,222 千トン
(3.7%)

494,798 千トン
(8.5%)

4,805,179 千トン
(82.8%)

94,807 千トン
(1.8%)

56,880 千トン
(1.1%)

114,481 千トン
(2.2%)

179,986 千トン
(3.5%)

379,056 千トン
(7.4%)

4,315,674 千トン
(83.9%)

106,739 千トン
(1.6%)

88,268 千トン
(1.3%)

171,234 千トン
(2.5%)

262,672 千トン
(3.9%)

516,718 千トン
(7.7%)

5,592,453 千トン
(83.0%)

自動車        鉄道        海運 

（資料）運輸省「貨物・旅客地域流動調査・解析資料編」をもとに作成 



特定県間の輸送の状況① 
・区間を限定すると、輸送の方向、品目によって機関分担の状況は大きく異なって
おり、今後トラック輸送から、鉄道／海運への転換等を検討する際には、区間、
方向、品目などを絞った具体的な議論をすべきである。 
・例えば現時点での輸送手段が、単一の機関に大きく偏っている OD／品目について
は、今後も輸送手段が変化する可能性は低いと考えられるが、すでに複数機関が
ある程度の量を分担している場合は、どちらかの機関への転換の可能性を検討す
る事には意味がある。 

 
表 東京-宮城(307km)/東京-愛知(260km)/東京-福岡(868km)の県間貨物輸送量(単位：ﾄﾝ/3日間) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計 代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計
品目 品目
農水産品 1,350 1,350 農水産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
林産品 1,285 1,285 林産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
鉱産品 20 20 鉱産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
金属機械工業品 5 1,384 4 1,393 金属機械工業品 0% 99% 0% 0% 0% 100%
化学工業品 4 1,021 1,025 化学工業品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
軽工業品 52 2,126 2,178 軽工業品 2% 98% 0% 0% 0% 100%
雑工業品 1,440 1,440 雑工業品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
特殊品 82 82 特殊品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
合計 61 8,708 0 0 4 8,774 合計 1% 99% 0% 0% 0% 100%

代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計 代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計
品目 品目
農水産品 3,849 3,849 農水産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
林産品 313 313 林産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
鉱産品 19 19 鉱産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
金属機械工業品 1 1,249 2 1,252 金属機械工業品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
化学工業品 138 138 化学工業品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
軽工業品 4,452 2,533 1,579 8,564 軽工業品 52% 30% 18% 0% 0% 100%
雑工業品 846 846 雑工業品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
特殊品 特殊品 - - - - - -
合計 4,453 8,946 1,579 0 2 14,980 合計 30% 60% 11% 0% 0% 100%

宮城 → 東京

東京　→　宮城

代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計 代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計
品目 品目
農水産品 951 951 農水産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
林産品 45 45 林産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
鉱産品 27 27 鉱産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
金属機械工業品 11 3,838 8 3,857 金属機械工業品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
化学工業品 2,717 714 3,430 化学工業品 0% 79% 21% 0% 0% 100%
軽工業品 32 1,974 2,006 軽工業品 2% 98% 0% 0% 0% 100%
雑工業品 1,651 1,651 雑工業品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
特殊品 1,645 1,645 特殊品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
合計 43 12,846 714 0 8 13,611 合計 0% 94% 5% 0% 0% 100%

代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計 代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計
品目 品目
農水産品 884 884 農水産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
林産品 359 359 林産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
鉱産品 20 20 鉱産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
金属機械工業品 6,751 5,043 11,794 金属機械工業品 0% 57% 43% 0% 0% 100%
化学工業品 4,779 4,779 化学工業品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
軽工業品 608 3,952 4,560 軽工業品 13% 87% 0% 0% 0% 100%
雑工業品 2,118 2,118 雑工業品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
特殊品 149 149 特殊品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
合計 608 19,013 5,043 0 0 24,663 合計 2% 77% 20% 0% 0% 100%

東京 → 愛知 

愛知 → 東京 

代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計 代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計
品目 品目
農水産品 784 784 農水産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
林産品 0 林産品 - - - - - -
鉱産品 7 7 鉱産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
金属機械工業品 17 313 146 28 503 金属機械工業品 3%

62%
29% 6% 0% 100%

化学工業品 133 334 467 化学工業品 28% 72% 0% 0% 0% 100%
軽工業品 50 305 14 369 軽工業品 14% 83% 4% 0% 0% 100%
雑工業品 255 543 2 801 雑工業品 32% 68% 0% 0% 0% 100%
特殊品 118 118 特殊品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
合計 455 2,404 160 30 0 3,049 合計 15% 79% 5% 1% 0% 100%

代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計 代表交通機関 鉄道計 トラック計 海運計 航空 その他 合計
品目 品目
農水産品 496 496 農水産品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
林産品 0 林産品 - - - - - -
鉱産品 0 鉱産品 - - - - - -
金属機械工業品 9 433 3,573 3 4,018 金属機械工業品 0% 11% 89% 0% 0% 100%
化学工業品 67 878 7,034 7,978 化学工業品 1% 11% 88% 0% 0% 100%
軽工業品 282 277 559 軽工業品 50% 50% 0% 0% 0% 100%
雑工業品 149 292 441 雑工業品 34% 66% 0% 0% 0% 100%
特殊品 23 23 特殊品 0% 100% 0% 0% 0% 100%
合計 506 2,399 10,607 4 0 13,516 合計 4% 18% 78% 0% 0% 100%

・25%以上の機関が２つ又は３つある 
・品目の輸送総量が 300 ﾄﾝ以上ある(「往復」のときは、600 ﾄﾝ以上）

東京 → 福岡 

福岡 → 東京 
(資料) 「平成７年物流センサス」より作成 
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・40%以上の機関が２つある
・品目の輸送総量が 300 ﾄﾝ以上ある(「往復」のときは、600 ﾄﾝ以上）
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特定県間の輸送の状況② 
・東京と宮城，愛知，福岡の各県をＯＤとする輸送について、継続的に輸送量が拮
抗している部分を取り出した。 

・宮城→東京の軽工業品、愛知→東京の軽工業品、東京→福岡の雑工業品が、ある
程度輸送量もあり、鉄道とトラックが輸送を分担している。 

 
宮城→東京 軽工業品 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京→愛知 軽工業品 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京→福岡 雑工業品 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 「物流センサス」（昭和 55 年,昭和 60 年,平成 2 年,平成 7 年） より作成 
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鉄道コンテナの輸送容量① 
・鉄道コンテナ列車総本数は 413本であるが、そのうち、長編成列車（1,300トン
クラス、1,200トンクラス）は 81本である。 
・東日本から西日本へコンテナ貨物を輸送する場合、その輸送可能量は、約 6.4万
トン／日と見込まれる。 
・東日本から西日本への実際のコンテナ貨物輸送量は 1.9 万トン／日で、（輸送貨
物量／最大輸送可能量）は約３０％となる。 

 
○ＪＲ貨物のコンテナ用長編成列車は次のとおりである。 
クラス 本数   編成  連結可能貨車数  
1,300ｔ 31 長編成列車 最大 26両連結可能 最大 1,300t積載可能 
1,200ｔ 50 長編成列車 最大 24両連結可能 最大 1,200t積載可能 
1,000ｔ 332 普通編成列車 最大 18又は 20両連結可能 最大 900-1,000t積載可能
注） ・１両あたり 12フィートコンテナ５個積載可能。 

・長編成列車においても一部区間では普通編成で運行されている。 
○長編成列車と普通編成列車の輸送容量を比較すると、1.3～1.4倍となる。 
○東日本→西日本（下図のケース）にコンテナ貨物を運ぶとした場合、輸送可能量は 64,300トン
／日である。 

 
    
 

新潟県 
富山県                 日本海縦貫線 
     黒部     青梅                           

                              長野県    中央線 
                   多治見 
     

岐阜県           塩尻 
 
              愛知県            静岡県    東海道線 
       

豊橋      西浜松 
 
地域ブロック間の鉄道コンテナ輸送量(３日間調査)

着 県 （トン）
北海道 東北 関東 中部東 中部西 近畿 中国 四国 九州 沖縄 合計

北海道 378 630 6,205 757 1,740 1,920 743 576 1,896 0 14,845
東北 2,513 3,572 2,563 4,194 5,101 17,669 951 2,182 1,867 0 40,612

発 関東 5,710 1,596 204 599 1,822 5,349 2,415 519 5,905 222 24,341
中部東 2,894 7,213 1392 231 366 1,296 759 274 3,033 5 17,463
中部西 2,571 1,423 3455 892 271 574 1,159 114 2,646 1,925 15,030
近畿 2,458 1,855 6724 597 1,458 455 1,118 349 2,806 0 17,820
中国 627 667 8015 1277 1,885 525 452 142 573 0 14,163

県 四国 547 861 2027 604 1,035 104 102 0 227 0 5,507
九州 500 918 5401 345 1,379 708 256 31 228 0 9,766
沖縄 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 18,198 18,735 35,986 9,496 15,057 28,600 7,955 4,187 19,181 2,152 159,547

 
注 中部東は新潟，長野，山梨，静岡の４県、中部西は富山，石川，岐阜，愛知，福井の５県とした。

データ 平成７年物流センサス　Ⅴ都道府県間流動編

→ 56,610北海道、東北、関東、中部東 中部西、近畿、中国、四国、九州、沖縄

注） 中部東は新潟，長野，山梨，静岡の４県、中部西は富山，石川，岐阜，愛知，福井の５県とした。 
（資料）「平成７年物流センサス Ⅴ都道府県間流動編」より作成
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鉄道コンテナの輸送容量② 
・鉄道コンテナの輸送能力、積載実績をコンテナの個数で見ると、東日本から西日
本への移動では、平日で約 70％、休日で平均 30％強となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主要断面コンテナ実績（平成１１年４月実績） 

 平 日 休 日 

断面 能力 実績 販売率 能力 実績 販売率 

塩尻 65 55 84.6% 日曜祝日運休 

直江津 1,450 905 62.3% 1,360 460 33.5%

熱海 4,390 3,115 70.9% 4,390 1,390 31.5%

合計 5,905 4,075 69.0% 5,750 1,850 32.2%
注）能力・実績は単位：12 フィートコンテナ個数 

 

新潟県 
日本海縦貫線 

中央線

東海道線 

長野県 

直江津

塩尻 

静岡県 

熱海 
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トラックと鉄道の運賃比較 
・小口貨物（30kg、70kg：積合せ）の運賃は、輸送距離に関係なく鉄道の方が割高
であるが、貸切貨物（10 ﾄﾝ）の運賃は、輸送距離 300km まではトラックが割安だ
が 300km を超えると鉄道（JR 車扱）が割安になる。 
・トラック運賃は、運送業者との取引回数などをもとに個別折衝で決定するため、
実勢価格は表中の運賃より低くなるものと思われる。 

 
トラックと鉄道の運賃比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注) 1: この表の距離欄のキロ程は、鉄道にあっては貨物営業キロ（除く集配キロ）をいい、トラックにあっては自動車

路線営業キロ又は道路の実キロをいう。 
2: キロ程に対応する各種運賃の額の出所は、以下のとおりである。 
(1) 小口の鉄道運賃は、利用運送事業者が荷主から収受する１区（基地駅から 10 キロメートルまでの区域）の集
貨料及び配達料を含む鉄道利用運送事業混載荷物運賃料金（平成 3年 1 月届出）である。 

(2) 小口のトラック運賃は、積合せ運賃であって、集貨及び配達の距離が、集貨又は配達する営業所（又は荷扱
所）から、それぞれ 15 キロメートル以下の場合の額であり、平成 6 年 2 月 15 日公示の「原価計算書等の添
付を省略できる範囲」（最終改正平成 9年 3 月 27 日）の上限額の最低・最高である。 

(3) 貸切の鉄道運賃は、ＪＲ車扱運賃（昭和 60 年 4 月改定）に、次に掲げる鉄道利用運送事業者扱運賃料金（平
成 3年 1 月届出）のＡ号級の発送料及び到着料を加えた額である。 

10 トン・10km まで発送料 16,000 円 
10 トン・10km まで到着料 16,000 円 

計 32,000 円 
(4) 貸切のトラック運賃は、貸切運賃であって平成 6 年 2 月 15 日公示の「原価計算書等の添付を省略できる範囲」（最終

改正平成 9 年 3 月 27 日）における近畿運輸局管内の距離制運賃の上限額の最低・最高である。 

 
（資料）運輸政策局複合貨物流通課，自動車交通局貨物課 より作成 

１．小　口 単位：円 ２．貸　切 単位：円

距　　離 距　　離

最　低 最　高 最　低 最　高 最　低 最　高

キロメートル キロメートル

100 2,550 1,500 1,800 1,520 1,100 1,300 100 56,000 42,500 52,000

200 2,590 1,700 2,000 1,530 1,200 1,400 200 67,000 61,000 74,500

300 2,630 1,900 2,300 1,540 1,200 1,500 300 78,000 77,000 94,000

400 2,720 2,000 2,500 1,570 1,200 1,500 400 89,500 93,500 114,000

500 2,900 2,200 2,700 1,650 1,300 1,500 500 100,500 109,500 134,000

600 3,100 2,300 2,900 1,750 1,300 1,600 600 111,500 126,000 154,000

700 3,290 2,500 3,100 1,850 1,400 1,700 700 122,000 142,000 173,500

800 3,480 2,700 3,300 1,930 1,400 1,700 800 133,000 158,500 193,500

900 3,630 2,800 3,400 2,000 1,500 1,800 900 143,000 174,500 213,500

1000 3,810 3,000 3,600 2,080 1,500 1,900 1000 153,500 191,000 233,000

1100 3,970 3,100 3,800 2,160 1,600 1,900 1100 164,000 207,000 253,000

1200 4,110 3,300 4,000 2,230 1,600 2,000 1200 174,000 223,500 273,000

1300 4,240 3,400 4,200 2,300 1,700 2,000 1300 184,500 239,500 293,000

1400 4,380 3,600 4,400 2,390 1,700 2,100 1400 194,500 256,000 312,500

1500 4,510 3,800 4,600 2,460 1,800 2,100 1500 205,000 272,000 332,500

1600 4,640 3,900 4,800 2,520 1,800 2,200

1700 4,770 4,100 5,000 2,580 1,800 2,200

貸切(10トン）

トラック
鉄道 鉄道

トラック
鉄道

小口(70キログラム)

トラック

小口(30キログラム)
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横浜港における内航フィーダー輸送 
・横浜港における内航フィーダー輸送は、499トン型のフィーダー用小型コンテナ
船を利用した北海道、東北地方向けの輸送が中心で、清水、名古屋方面にも一部
輸送されている。 
・東京湾内の航路では、短距離の海運への転換の試みとして、東京→横浜航路、横
浜～君津航路において、バージ輸送が行われている。 

 
 

注） 船種の C はコンテナ船を表す。 
 
横浜港コンテナ埠頭の概要 （図中の色つき部が内航フィーダー船発着バースを表す。従来は外貿バースとして利用） 

 
(資料) 池田敏郎「内航コンテナフィーダー輸送の現状と課題」（海事産業研究所報 1999 年 6 月号）より作成 

横浜港における内航フィーダー定期航路の概要（1999年5月現在）

船名 船種 総トン数
積載
能力
(TEU)

横浜～苫小牧 横浜港ﾀｰﾐﾅﾙ 97.5 1,046 50 2.5 新双葉 C 498 80 本牧C(三井倉庫・鈴江Co)

(仙台･宮古経由） 44 第3健和丸 C 498 80

横浜～苫小牧 ﾅﾗｻｷｽﾀｯｸｽ 97.5 1,046 55 2 第2健光丸 C 498 100 鈴繁埠頭(東京国際埠頭)

北南丸 C 499 63

横浜～仙台 近海郵船 98.7 524 26 2 恵寿丸 C 499 72 大黒C4号(ﾕﾆｴｯｸｽ)

横浜～東京 横浜港開発事業 98.4 31 3.5 1 デリックバージ　１編成 92 本牧A-7号(京浜港運)

横浜～君津 製鐵運輸 96.11 19 1.5 4/日 フェリーバージ　１編成 8 本牧フェリー基地(製鐵運輸)

横浜～清水 井本商運 96.1 233 10 3 太平丸 C 499 120 大黒C3(三菱倉庫)

本牧D5(国際CT)

横浜～名古屋 山九 98.6 389 19 1 第2親和丸 C 499 72 本牧C(正和)

第8末広丸 C 699 150

発着バース
(ﾀｰﾐﾅﾙ･ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ)

航路 運行事業者
航路
開設
年月

片道
距離
(km)

所要
時間
(h)

運行
回数
/週

使用船舶
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外貿コンテナ貨物の内航船接続、内航船発着の概要 
・国内主要港における外貿コンテナの内航フィーダー接続は、神戸港が 11％強と比
較的高いものの、他は軒並み 0～4%と極めて少ない。 
・関東エリアでは横浜港から東京港へドレージされる外貿貨物よりも東京港から
横浜港へドレージされる外貿貨物が多い。 
・関西エリアでは神戸港から大阪港へドレージされる外貿貨物よりも大阪港から
神戸港へドレージされる外貿貨物が多い。 

 
外貿コンテナ貨物の内航船接続、内航船発着 
 東京港 横浜港 大阪港 神戸港 博多港 

国際海上コンテナ取扱量 
（千 TEU：98 年） 

2,169 2,057 1,156 1,901 314 

内航フィーダー発着量 
（千 TEU：98 年概算） 
（当該港をハブとして発着する貨物量） 

54 19 47 208 2 

内航フィーダー接続量 
（千 TEU：98 年概算） 

51 25 43 212 2 

内航フィーダー 接続量－発着量 
（千 TEU：98 年概算） 

▲3 △6 ▲4 △4 0 

内航フィーダー接続量 
／国際海上コンテナ取扱量 

2.3％ 1.2％ 3.7％ 11.2％ 0.6％ 

 
注）1: 国際海上コンテナ取扱量は港湾管理者の発表するところによる。 

2: 内航フィーダー発着量は内航フィーダー事業者に対象期間経過後にヒアリングした結果をとりまとめた
もので、フェリー事業者の正確な実績、不定期の空コン輸送等は必ずしも明らかではない。なお、この他、
川崎港に発着するものが３千 TEUある。 

3: 内航フィーダー接続量は、フェリー事業者を中心に内航フィーダー事業者の営業担当者に内航フィーダー
貨物が外航船に接続する港の概ねの貨物量割合を回答してもらった結果を集計しおよそを把握するもの
である。 

 
《関東エリア》（単位：千 TEU） 
 
 ＜東京港＞ ＜横浜港＞ 
内航フィーダー発着 54（3） 19 
 
内航フィーダー接続 51 25 
 
外貿コンテナ取扱 2,169 2,057 
 
 

《関西エリア》（単位：千 TEU） 
 
 ＜大阪港＞ ＜神戸港＞ 
内航フィーダー発着 47 208 
 
内航フィーダー接続 43 212 
 
外貿コンテナ取扱 1,156 1,901 

 
 

（資料）池田敏郎「内航コンテナフィーダー輸送の現状と課題」（海事産業研究所報 1999年6月号）より作成 
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運輸事業における連携の欠如 ～港湾コンテナバースの利用効率の低迷～ 
・コンテナバースの整備状況は、東南アジアの主要港に匹敵しているが（港湾建設
局）、運用面の遅れ（運輸局）もあり、有効に利用されていない。 

 
○コンテナバースの数に大きな差はないが、１バース当たりの取扱コンテナ数を比較すると、東

南アジアの主要港は日本の約５倍。 
 

日本の五大港と東南アジアの主要港のコンテナターミナル利用状況 

 
取扱コンテナ数 
（千 TEU） 

コンテナバース数 
１バース当たり取扱い数 

（千 TEU） 
東京 1,510 13 116 
横浜 2,310 21 110 
名古屋 1,190  9 132 
大阪 0,795 11  72 
神戸 2,787 25 111 
五大港計 8,592 79 109 
香港 11,100 14 793 
シンガポール 10,400 13 800 
釜山 3,750  7 536 
高雄 4,900 19 258 
東南アジア計 30,150 53 569 

取扱コンテナ個数は 1994年実績。コンテナバース数は 1995年現在（神戸港は被災前） 

 
○コンテナバースの有効利用を妨げている原因の一つは、荷役のサービス時間の制約（地方運輸

局所管）。東南アジアや欧米の主要港では、通年フルタイムの（２４時間）で荷役が行われてい

るが、日本の五大港では神戸港（震災後）のみ。 
 

日本の五大港と世界の主要港の荷役サービス時間 
通年フルタイム 時間制限あり 
香港 シンガポール 釜山 高雄 
ロッテルダム ハンブルグ 
ロサンゼルス シアトル 神戸 

東京 横浜 名古屋 大阪 

 
名古屋港とシンガポール港の荷役サービス時間の比較 

 名古屋 シンガポール 
年間稼働日数 307日 365日 
荷役時間制限 24:00までに接岸した船について

荷役を行う 
なし 

コンテナ搬入搬出 
時間制限 

平日  8:30～16:00 
土曜  8:30～12:00(搬入) 

14:00(搬出) 

なし 

 
（出典）建設省資料 



 

運輸事業における連携の欠如 ～成田空港へのアクセスが不充分～ 
・新東京国際空港などの国家的なプロジェクトを支える道路や鉄道などの交通機
関は、広域的な調査・計画を行い空港と一体的に整備することが必要不可欠であ
る。 
・アクセス道路は開港に合わせて整備が行われたが、鉄道においては、成田新幹線
計画が財政再建計画や反対運動もあって整備が図れず、空港へのアクセスが十分
確保されているとはいいがたい。 

 
 

鉄  道  新東京国際空港  アクセス道路 
  S38.8 新空港の候補地答申  S41. 7 東関東自動車道水戸線 
  S41.7 新空港の位置等公布      予定路線に位置づけ 
  S42.1 工事実施計画認可  S42.11 基本計画決定 
       （千葉市～成田市間） 
    S43. 3 整備計画決定（〃） 
S46.1 「全国新幹線整備法」に    S43. 4 施行命令（〃） 
    基づき成田新幹線基本 
    計画制定 

 S45. 4 第 1 期地区工事着手   

S47.2  成田新幹線認可    S46.10～47.8 
S48.12 京成ｽｶｲﾗｲﾅｰ運転開始        東関東自動車道水戸線 
S52.12 成田新幹線工事凍結        （宮野木～成田間）供用 
S53.5  京成ｽｶｲﾗｲﾅｰ空港乗入  S53. 5 空港開港  S53. 5 新東京国際空港線供用 
S62.4  成田新幹線整備計画  S61.11 第 2 期地区工事着手  S60.2～60.11 
    失効        東関東自動車道水戸線 
  H4.12 第 2 旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ供用      （成田～潮来間）供用 

 
 

（
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出典）建設省資料 



 

71 

運輸事業における連携の欠如 ～交通手段間の接続性の欠如～ 
・新宿等の JR 主要駅の駅前広場に JR 以外の高速バスが入れない例や、JR 岐阜駅と
名鉄新岐阜駅のように JR 駅と民鉄駅の距離が離れている例など、交通結節点に
おける乗換が不便である事例が見受けられる。 

 

《新宿駅周辺の高速バス停位置図》 

 
表．ターミナルを利用しているバス事業者 

バスターミナル 利用業者 

①西口バスターミナル（一般の路線バス） 都営バス、関東バス、京王バス 

長距離バス ②新宿駅新南口 ＪＲバス（関東、東海、西日本、中国）、南海電気鉄道、石見

交通、茨城交通 

 ③新宿高速バスターミナル 奈良交通、ケイビーバス、西東京バス、近鉄バス、関東バ

ス、近鉄バス、京阪バス、伊予鉄道、西日本鉄道、京王電

鉄、富士急行、山梨交通 

 ④新宿駅西口安田生命ビル ケイビーバス、中鉄バス、小田急バス、下津井電鉄 

 ⑤小田急ハルク前 小田急バス、中国バス、高知県交通、土佐電気鉄道 

（資料）「JTB時刻表」をもとに作成 

① 西口バス 
 ターミナル

④
③ 

② 

注）図中の凡例は編集者により記入 
(出典) http:/www.mapion.co.jp/cgi/ｍ?no=1091987500196500090 

⑤ 

凡例 

：主要改札口 

：一般の路線バス乗り場 

：長距離バス乗り場 
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《JR 岐阜駅と名鉄新岐阜駅の位置関係》 

JR 東海道線の岐阜駅と名鉄線の新岐阜駅は、直線距離で約 400m 離れており、乗換の接続が大

きく損なわれている。 

 

（出典）旺文社「スーパーマップル 関西道路地図」（一部加筆） 

 

JR 岐阜駅 名鉄新岐阜駅 

0 50 100 150 200 250 300 350ｍ
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４ 交通の直面する課題と新たなニーズ 
 
首都圏の交通渋滞の現状 
・主要な渋滞ポイントは千葉県内、神奈川県内に多く、通過時間ワースト 30 の中
に両県ともに９地点ずつ入っている。 

 
 

表 首都圏の主要渋滞ポイント（通過時間ワースト 30） 
 

No 県名 主要渋滞ポイント 道路名 
最大 

渋滞長(m) 

通過時間

(分) 

1 千葉 市川広小路交差点 (主)市川松戸線 2,600 70 

2 神奈川 相模大橋東交差点 (主)横浜厚木線 1,550 53 

3 千葉 八幡１丁目交差点 (国)１４号 1,750 42 

4 埼玉 波久礼駅前 (国)１４０号 4,500 40 

5 神奈川 八幡橋交差点 (国)１６号 1,800 38 

6 神奈川 柳島交差点 (国)１３４号 1,600 37 

7 神奈川 石橋ＩＣ交差点 (国)１３５号 1,600 37 

8 神奈川 梅の木交差点 (国)１６号 3,200 35 

9 千葉 我孫子市役所前交差点 (主)船橋我孫子線 2,500 35 

10 東京 東名入口 (国)１６号 1,800 35 

11 千葉 穴川十字路交差点 (国)１６号 3,200 30 

12 千葉 松野交差点 (国)２９７号 2,350 30 

13 千葉 日の出町交差点 (国)３５７号 2,500 29 

14 東京 四つ木橋南 (国)６号 2,000 28 

15 神奈川 上郷交差点 (主)原宿六浦線 1,700 28 

16 神奈川 二子橋交差点 (国)２４６号 2,000 27 

17 埼玉 横道 (主)浦和草加線 1,500 25 

18 東京 豊玉北六丁目 目白通り 2,850 24 

19 東京 小松川４丁目 (国)１４号 2,400 24 

20 東京 丹木町３丁目 滝山街道 2,200 24 

21 神奈川 原宿交差点 (国)１号 2,300 22 

22 神奈川 宮ノ下交差点 (国)１号 2,010 21 

23 千葉 呼塚交差点 (国)１６号 3,300 20 

24 東京 瀬田 環状８号線 1,840 20 

25 千葉 常代 (国)１２７号 3,800 19 

26 埼玉 北浦和駅前 (国)１７号 2,200 19 

27 埼玉 三郷駅北口 (主)草加流山線 2,000 19 

28 埼玉 神流川橋 (国)１７号 1,700 19 

29 東京 田端新町１丁目 尾久橋通り 2,000 17 

30 千葉 中山競馬場前入口交差点 (一)松戸原木線 2,200 16 

 
(出典) 「首都圏第３次渋滞対策プログラム関連資料」 



 

環境基準達成の推移 
・二酸化窒素の環境基準達成率は、徐々に上昇しているが 40％強に留まっている。
・自動車騒音に係わる環境基準達成率は、「4 時間帯の全てで非達成」が全体の

60％弱を占めており、「4時間帯の全てで達成」は 11～12％で停滞している。 
 
■二酸化窒素環境基準適合状況の推移 
大都市地域(自動車 Nox 法特定地域)における自動車排出ガス測定局の環境基準適合状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■自動車騒音に係わる環境基準達成状況の推移 
継続観測地点(平成3年より5年間継続して測定を行っている1,707地点)における環境基準の設定状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典） 建設省道路局「道路と環境」 
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成田空港に関わる物流施設の整備状況について 
・1996 年で比較すると成田の貨物取扱量は香港についで２位(1986～1995 までは
１位)。 
・開港当初、空港内の貨物地区は手狭であったため、一般貨物については市川市原
木にある TACT(東京エアカーゴターミナル)で通関する仕分け基準が設けられ
た。 
・メーカーからの要望や外圧により、1996年４月以降仕分け基準が撤廃され、成田
空港における通関量は輸入に関しては急増、輸出に関しては漸増している。 
・空港周辺への民間企業による物流施設の分散的な立地(住宅との混在)で、交通問
題(深夜のトラック走行等)が発生している。 

 
□成田空港のすがた 
・1996年の国際比較では成田の取扱貨物量は香港に次いで世界２位(1986～1985までは 10年
間第１位)。 
・｢成田国際空港都市構想｣は「幕張新都心構想」、「かずさアカデミアパーク構想」とともに、

千葉新産業三角構想の一角を担う。 
 

図 世界の空港の貨物取扱量（1,000 ﾄﾝ） 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）「ICOD」(1996) 
 

図 千葉新産業開発構想 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1,564

1,562

1,351

1,262

1,191

1,160

1,142

1,083

1,032

827

0 500 1,000 1,500 2,000

香港・啓徳

新東京国際空港(成田)

マイアミ国際

フランクフルト・マイ

シンガポール・チャンギ

ニューヨーク・ケネディ

ソウル・金浦

アムステルダム・スキポー

ロンドン・ヒースロー

パリ・シャルル・ド・ゴー

（出典）http://www.pref.chiba.jp/Outline/big-pj-j.html 



 

□成田空港周辺の貨物取扱施設 
・空港の貨物地区は 31ha と手狭であるため空港集中処理方式がとれず、一般貨物は市川市原
木にある TACT（東京エアカーゴターミナル）で通関する仕分け基準が設けられた(*1)。 
・しかし空港集中方式に比べ、１行程多く（成田－TACT間輸送）、コストやスピードの面で劣
るため、メーカーや外資系企業からの要望を受け、1996年４月以降、原則として荷主企業が
通関場所を選定できることとなった（仕分け基準の撤廃）。 
・仕分け基準の撤廃に伴い、成田空港における通関割合が、特に輸入貨物で増加し、同時に周

辺への民間物流施設の分散的な立地が進んだ。 
・空港と隣接した総合保税地域を指定し、キッティング(例：コンピュータの部品組み合わせ梱
包)、ピッキング(例：大量卸品の中から必要量をとりだして梱包)、簡単な組立加工など、多
様な流通加工に保税のまま対応できる施設整備が望まれる。 

 
(*1) ・県としては当初より大規模な貨物取扱施設の整備を予定していたが、用地買収が滞った関係で、

小規模なものとなっている。 
 ・仕分けの内容は、生鮮品は成田で、一般貨物は TACTで通関するというもの。 

 
図 通関場所の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 大手フォワーダの倉庫施設立地状況 表 大手フォワーダの倉庫施設の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

企業名 立地 敷地 施設
日本通運 成田市東泉 36,000㎡ 一般貨物ビル地上5F

（延床26,000㎡）
生鮮貨物ビル地上2F
（延床12,000㎡）

・
・

・

97年4月供用
通関済み貨物の流通
加工・仕訳、梱包、配送
一環処理
総事業費100億円

近鉄エクス
プレス

芝山町
大里字鴻之巣

61,380㎡ [第１期]
一般貨物ﾀｰﾐﾅﾙ
（延床30,000㎡）
[第２期]
生鮮貨物ﾀｰﾐﾅﾙ
（延床5,000㎡）

・
・
・

第１期98年9月供用
総事業費120億円
原木第２ﾀｰﾐﾅﾙは輸入
貨物専用化

阪急交通
社

多古町飯笹 7,442㎡ 貨物ﾀｰﾐﾅﾙ6,362㎡
倉庫部分5,030㎡
うち湯湿度管理庫529

・ 97年4月供用

郵船航空
サービス

芝山町
（空港南部工業団地）

19,800㎡ ・ 用地取得済み

西鉄航空 芝山町
（空港南部工業団地）

15,000㎡ ・ 用地取得済み

東急エア
カーゴ

芝山町
（空港南部工業団地）

7,000㎡ [第１期]
地上４階、塔屋１階
延床6,507㎡
冷凍・冷蔵室４室
（317㎡）

・ 98年2月供用

備考

郵郵郵郵

日通日通日通日通    

阪急阪急阪急阪急  

近鉄近鉄近鉄近鉄    

輸　入

47.8

57.0

67.8

72.1

46.8

38.9

31.6

24.7

0.6

4.1

3.2

5.4H7

H8

H9

H10

成田 原木 その他

輸　出

8.2

10.5

16.1

20.9

66.2

63.9

59.8

55.6

25.6

23.5

25.6

24.1

H7

H8

H9

H10

成田 原木 その他

（出典）東京税関資料 

（資料）雑誌「SPACE]をもとに作成
船船船船    東急東急東急東急    西鉄西鉄西鉄西鉄  

  
事務所1,000㎡
計 146,622㎡
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（出典）雑誌「SPACE]（各号） 
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中心市街地の空洞化 
・全国の商店街の約６０％が空店舗率５％を超え、中心市街地の空洞化が大きな問
題となっている。また、空店舗率が１５％を超えるものは、全国の商店街の１８％
を占める。 

 
 
 
 

図 全国の商店街における空店舗比率 

 
注）全国の商工会議所、商工連合会を通じて管内の商店街を対象に実施 

出所） 日本商工会議所「商店街に関する実態調査」（1994 年） 

 

 

（出典） 「新道路整備五箇年計画 資料編」 （平成 10 年 7 月） 
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0%
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空港・港湾へのアクセス 
・欧米諸国では、国際空港の６割以上、港湾の８割以上に、自動車専用道路から 10
分以内にアクセスが可能である。 

・日本においては、国際空港で６割弱、国際港湾では３割強にとどまる。 
・新道路整備五箇年計画策定にあたっては、広域的な物流ネットワークの形成・強
化のため、国内の空港、港湾へのアクセス教化が目標の１つに挙げられている。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注）1: 10分カバー率は高速道路から 10分以内にアクセスできる割合 
2: 国際空港は国際定期便が就航している空港、港湾は総貨物取扱量 1,000万トン以上の港湾を 
対象とする。ただし、日本、アメリカについては 500万トン以上の港湾も対象にしている。 

(出典)「データでみる国際比較」（日本については新道路整備五箇年計画資料編） 

 
表 交通拠点の連絡強化目標 

空港への連絡率 40％（19/48空港）→58％（2/50空港） 

港湾への連絡率 25％（30/122港）→38％（46/122港） 

 
 

国際空港アクセス整備水準

65.6% 62.5%

77.3%

87.5%

97.9%

57.0%
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イギリス フランス ドイツ イタリア アメリカ 日本
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分
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港湾アクセス整備水準

87.5%

100.0%

80.0%

100.0%
92.9%

33.0%
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高齢者・障害者の為の公共交通機関施設整備 
・公共交通機関におけるバリアフリー施設の整備状況によると、垂直移動対策とし
てのエレベーター・エスカレーターの設置は未だ十分とは言えないが、誘導・警
告ブロックの設置や、改札口の拡幅等は高い整備率を示している。 

・ 車両についても、ノンステップバスやリフト付きバス等の導入が進められている
が、その割合は未だ低い。 

 
高齢者・障害者等のための公共交通機関施設整備等の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１　鉄道関係１　鉄道関係１　鉄道関係１　鉄道関係

(1)　ＪＲ（国鉄） 総駅数(4669)

・エレベーターの設置 41駅 186 4.0 ％ 4.5

・エスカレーターの設置 73 288 6.2 3.9

・身体障害者用トイレの設置 120 1,505 32.2 12.5

・誘導・警告ブロックの設置 571 2,696 57.7 4.7

・改札口の拡幅 232 3,251 69.6 14.0

・自動券売機に点字テープ貼付 384 2,212 47.4 5.8

(2)　私鉄（大手15社） (1764)

・エレベーターの設置 23 212 12.0 9.2

・エスカレーターの設置 75 398 22.6 5.3

・身体障害者用トイレの設置 164 1,483 84.1 9.0

・誘導・警告ブロックの設置 598 1,348 76.4 2.3

・改札口の拡幅 813 1,634 92.6 2.0

・自動券売機に点字テープ貼付 1,049 1,094 62.0 1.0

(3)　営団・公営地下鉄 (515)

・エレベーターの設置 18 227 44.1 12.6

・エスカレーターの設置 230 442 85.8 1.9

・身体障害者用トイレの設置 112 445 86.4 4.0

・誘導・警告ブロックの設置 256 515 100.0 2.0

・改札口の拡幅 320 515 100.0 1.6

・自動券売機に点字テープ貼付 151 476 92.4 3.2

２　自動車関係２　自動車関係２　自動車関係２　自動車関係

・ノンステップバスの導入 － 145 台 －

・リフト付バスの導入 － 1,320 －

　（うち、路線バス） － (260) －

・スロープ付バスの導入 － 695 －

・リフト付タクシーの導入 － 933 －

・寝台タクシーの導入 － 382 －

３　旅客船ターミナル関係３　旅客船ターミナル関係３　旅客船ターミナル関係３　旅客船ターミナル関係

総ﾀｰﾐﾅﾙ数(412)

・エレベーターの設置 － 67ﾀｰﾐﾅﾙ 34.7 －

・エスカレーターの設置 － 33 17.1 －

・身体障害者用トイレの設置 － 193 46.8 －

・誘導・警告ブロックの設置 － 80 19.4 －

４　空港旅客ターミナル関係４　空港旅客ターミナル関係４　空港旅客ターミナル関係４　空港旅客ターミナル関係

総ﾀｰﾐﾅﾙ数(80)

・エレベーターの設置 21ﾀｰﾐﾅﾙ 49 96.1 2.3

（40基） (333) (8.3)

・エスカレーターの設置 － 44 86.3 －

(389) (－)

・身体障害者用トイレの設置 30 70 87.5 2.3

(86ヵ所) (425) (4.9)

・空港に車椅子の設置 71 78 97.5 1.1

(300台) (863) (2.9)

対57年度比対57年度比対57年度比対57年度比

対57年度比対57年度比対57年度比対57年度比

57年度末57年度末57年度末57年度末 対57年度比対57年度比対57年度比対57年度比

57年度末57年度末57年度末57年度末 整備率整備率整備率整備率 対57年度比対57年度比対57年度比対57年度比

9年度末9年度末9年度末9年度末57年度末57年度末57年度末57年度末 整備率整備率整備率整備率

57年度末57年度末57年度末57年度末 整備率整備率整備率整備率

注

度 「 連 障害者 初 あ

）１：昭和 57 年度末（昭和 58 年 3 月）は、「国連・障害者の十年」初年にあたる。 

２：私鉄の 57年度末の数値は大手 14社、9年度末の数値は大手 15社の集計 
３：旅客船ターミナル、空港旅客ターミナル関係の 9年度末の数値は平成 10年 4月 1日現在。 
４：旅客ターミナル及び空港旅客ターミナルにおけるエレベーター、エスカレーターの整備率は総ターミナル数を各々、 
  193、51，（2階建以上のターミナル数）として算出。 
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（出典）運輸省広報誌「トランスポート」（平成 11 年 4 月号） 
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純流動輸送における運輸部門の CO2排出原単位 

・COP3 で用いられた CO2排出原単位は、全国の総流動貨物量から算出したものであ
り、それによると営業用普通トラックの原単位は 48.3ｇ-C/ﾄﾝｷﾛと、船舶の約 5
倍、鉄道の約 8倍となっている。 
・実際の物流では、船舶、鉄道でトリップが完結することはほとんどなく、端末は
トラック輸送に頼っているのが現状である。 
・CO2 排出原単位の比較は、実際の物の動きに着目した純流動ベースで考える方が
妥当であり、例えば、東京～大阪間で試算すると、営業用普通トラックの CO2排
出原単位は、船舶の約 1.4 倍、鉄道の約 2.1 倍と差は大きく縮まる。 

 
COP3 資料中の CO2 排出原単位 

 
物の流れの一部を取り出して比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京～大阪間の純流動で見た CO２
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

CO2排出原単位（貨物）

9.7

5.9

48.3

0 10 20 30 40 50 60

内航海運

鉄道

普通トラック

g-C/ﾄﾝｷﾛ

CO2排出原単位(貨物）

10.7

7.3

15.1

0 10 20 30 40 50 60

内航海運

鉄道

普通トラック

g-C/ﾄﾝｷﾛ

鉄道or内航海運トラック トラック

出発地 積替 積替 目的地

出発地 目的地トラック

・東
め

（資料）(
原

財)運輸経済研究ｾﾝﾀｰ｢環境と運輸･交通｣p.51 より 
単位抽出
排出原単位 

物の流れを全体で比較 

鉄道or内航海運トラック トラック

出発地 積替 積替 目的地

出発地 目的地トラック

京～大阪間はトラックの積載効率が 9.4 ﾄﾝ/台と極
て高いため、トラックに有利な結果となっている。
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純流動の CO2排出原単位算出根拠 
 
東京～大阪間移動 
 
【鉄道、船舶利用の場合】 
トラックによる両端末輸送を各 25kmと仮定する。 
 
 
 
 
・鉄道利用 

CO2排出原単位＝ トンキロ）＝ /cg(3.7
500
4509.5

500
225

4.9
8.189 −×+××  

・船舶利用 

CO2排出原単位＝ トンキロ）＝ /cg(7.10
500
4507.9

500
225

4.9
8.189 −×+××  

注）平均輸送量は大手路線業者からのヒアリング値 9.4（トン/台）を使用した。 

 
走行速度と CO2排出量の関係 

 
【トラック利用の場合】 
 
 
 
 

CO2排出原単位＝ トンキロ）＝ /cg(1.15
4.9
1.142 −  

普通トラック 
(189.8g-c/km) 

鉄道(5.9g-c/t.km)
船舶(9.7g-c/t.km) 

25km 500km 25km 

普通トラック 
(189.8g-c/km) 

普通トラック(142.1g-c/km)

550km

平均速度CO2排出量
(km/h) (g-C/km)

20～30km 平日 22,605,920 51,149,115 26.5 189.8
休日 4,009,786 9,159,934 26.3 190.6
年間換算 7,005,219,822 15,856,151,848 26.5 189.8

500～600Km 平日 7,857,465 8,273,033 57.0 142.0
休日 2,772,776 3,103,677 53.6 143.8
年間換算 2,527,300,562 2,673,310,193 56.7 142.1

注）
1: データは平成9年度道路交通センサス集計による。
2: 年間換算は平日298日、休日67日で計算した。
3: CO2排出量は合同審議会資料中の以下計算式を用いた。

CO2排出量（g-C/km）＝759.9/v-3.48*v+0.0289*v^2+233.1
ここに、ｖ：平均速度（km/h）

普通貨物車 走行台ｷﾛ 走行台分



 

82 

CO2排出量の都市間、都市内割合 
・年間 CO2排出推計量を都市内（50km 以下）と都市間（50km 以上）で比較すると、
都市内排出量が全体の 86％を占める。 
・人流では、都市内割合が 92％と圧倒的に高く、物流では、都市内割合は 79％だ
が、小型貨物では都市内の割合が 92％と極めて高くなる。 
・普通貨物の都市間割合が 32％と他に比べて高くなっている。 

 
 
都市間、都市内の定義 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
都市内、都市間 CO2排出量 
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ＣＯ２排出量推計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 「道路交通センサス」をもとに推計 

 

CO2排出量（都市内、都市間）推計 単位：トン

都市内 都市間 計

24,653,508 2,098,171
92.2% 7.8%

10,011,980 866,775
92.0% 8.0%

9,397,876 4,443,148
67.9% 32.1%

19,409,855 5,309,923
78.5% 21.5%

44,063,363 7,408,095
85.6% 14.4%

乗用車 26,751,680

小型貨物 10,878,755

合計 51,471,458

普通貨物 13,841,024

貨物計 24,719,778

2,098,171

866,775

4,443,148

5,309,923

7,408,095

24,653,508

10,011,980

9,397,876

19,409,855

44,063,363

(14.4%)

(21.5%)

(32.1%)

(8.0%)

(7.8%)

(85.6%)

(78.5%)

(67.9%)

(92.0%)

(92.2%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乗用車

小型貨物

普通貨物

貨物計

合計

都市間 都市内
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道路沿道の環境対策：川崎判決 
・川崎市南部の公害病認定患者ら495人が自動車排ガスによる健康被害の責任を国
と首都高速道路公団に問い、損害賠償や汚染物質の排出差し止めを求めた「川崎
公害訴訟」（1～4次）の控訴審が東京高裁で和解交渉合意。 
・道路公害をめぐって国家賠償を求めた訴訟での和解は、大阪・西淀川訴訟に次い
で 2件目。 

 

【和解前文要旨】 
川崎市川崎区と幸区においては昭和３０年代から４０年代にかけて、全国的に見ても高濃度の大気汚染が現出したこと、公

害健康被害の補償等に関する法律の規定に基づく重篤な認定患者が多発したこと、現在も多くの認定患者が認定疾病の

ために苦しんでいること、道路沿道を含めて環境基準を上回る二酸化窒素、浮遊粒子状物質による大気汚染などが現在も

続いていること、沿道の生活環境が影響を受けていることが認められる。 
こうした大気汚染は工場などの排煙だけでなく、自動車排ガスによってももたらされている。 
国などは第２～４次訴訟の１審判決は受け入れがたいとしているが、建設省と首都高速道路公団は道路整備のあり方に対

する警鐘と受け止め、深刻な大気汚染の実態を重視して１９９８年７月に設置した「川崎市南部地域道路沿道環境対策検

討会」等の関係行政機関との協議、検討を踏まえつつ、９９年１月には道路整備の方針を発表し、高濃度の汚染の改善及

び生活環境の回復、改善を図るため、諸施策の実施に着手した。 
当裁判所は以上のような諸事情を総合考慮して、和解によって訴訟を終結させるとともに、双方が将来に向かってより良い

沿道環境の実現を目指して互いに努力することが最も妥当な解決であると考え、以下の通り和解を勧告する。 
 
【和解条項要旨】 
一 国と首都高速道路公団は、前文記載の諸事情に照らし、現在も環境基準を上回る高濃度の汚染地域となっていること

を認識し、建設省と公団は関係行政機関と地方公共団体とも連携して環境基準の達成に向けて、真摯（しん・し）に取

り組む。 
二 国と公団は交通負荷を軽減し、大気汚染の軽減を図るため、以下の施策の検討、実施に努める。 
１ 国の道路管理者と公団は川崎市と連携を図りながら、９９年１月に公表された道路整備の方針に従って、 
（１） 道路ネットワークの整備 
（２） 市街地内の幹線道路の自動車交通が沿道に及ぼす影響を緩和するための（１）環境施設帯の整備などによる道路

構造の改善（２）道路拡幅などによる交通流の円滑化（３）幹線道路の沿道の整備に関する法律の規定を活用した沿

道地域の整備 
（３） （略） 
（４） 中長期的に着手する対策として、（１）国道３５７号（大黒埠頭―羽田空港）の整備（２）生麦ジャンクション等の整備の

検討（３）ロードプライシング（高速料金の格差設定による交通量の調整）の首都高速道路への適用についての制度

的、技術的な問題、他の幹線道路への影響等を含めた検討を行う。 
２ 国の道路管理者と公団は道路管理者以外の国の関係行政機関が道路管理者と連携して実施する対策について、環

境庁その他の国の関係行政機関等と連携して、交通の円滑化等の交通流対策、公共交通機関の利用促進対策、交

通量の抑制等の沿道環境改善のための環境対策が総合的に実現できるよう誠実に取り組む。 
３ 国の道路管理者と公団は関係機関と協力して、国と公団が管理する道路沿道において、浮遊粒子状物質を含む大気

質等の状況の把握に努める。なお微小粒子状物質（ＰＭ２・５＝直径２・５マイクロメートル以下の微細粒子）については、

適切な測定方法を検討し、測定データの解析手法等を見極めたうえで、国と公団が管理する道路沿道において状況

の把握に着手する。 
三 １審原告らと国の道路管理者と公団とは「川崎市南部地区道路沿道環境に関する連絡会」を設置することを合意する。 
四 第１～４次訴訟の１審原告らは（略）その余の請求を放棄する。 
 
川崎市南部地区道路沿道環境に関する設置要綱の要旨 
一 連絡会は、原告団と国の道路管理者及び首都高速道路公団との間で意見交換を行うことにより、道路における環境施

策の円滑かつ効果的な実施に資することを目的とする。 
二 連絡会は建設省関東地方建設局、首都高速道路公団、原告団の関係委員で構成する。 
三 連絡会は（１）道路の環境等（２）道路構造対策（３）その他必要な事項に関すること――などについて意見交換を行う。 
四 連絡会は年１回開催とする。臨時の連絡会は関係委員の意見にも配慮し、必要に応じて座長（建設省関東地方建設

局代表委員）が召集する。 

（資料）「東京高等裁判所公表資料」より作成 
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川崎市南部地域の沿道環境改善のための道路整備の方針について（平成 11年 1月 14日） 
～建設省関東地方建設局、首都高速道路公団、川崎市建設局～ 

 
１．基本方針 
（１）自動車交通を臨海部へ誘導するための道路ネットワークの整備等 
（２）沿道への影響を緩和するための道路構造の改善等 
 
２．具体的施策 
（１）自動車交通を臨海部へ誘導するための道路ネットワークの整備 

①東京・横浜間の大型車等の通過交通等を川崎市街地から臨海部へ誘導するため、臨海部に
おいて南北方向の幹線道路を整備する。 
≪具体的施策≫ 
・産業道路のバイパスとして、臨海部において市道殿町夜光線の延伸を整備 
・首都高速湾岸線のⅤ期（並木～本牧埠頭）の整備促進 
・第二東京港トンネルの整備による容量の拡大 
・大井集約料金所ブースの増設による円滑な交通の確保 
・国道 357 号の首都圏広域的幹線道路ネットワークの一環として中・長期的に整備 

②自動車交通を市街地から臨海部の幹線道路へ誘導するためのアクセス道路を整備する。 
≪具体的施策≫ 
・産業道路等から臨海部の幹線道路へ誘導するためのアクセス道路整備 
・市道皐橋水江町線を東扇島まで接続する第二海底トンネルの整備 
・国道 132号夜光交差点の右折レーン延伸によるアクセス性の向上 
・首都高速道路、横羽線から湾岸線へ誘導するためのアクセス道路を整備 
・川崎縦貫道路Ⅰ期整備による湾岸線へのアクセス性の向上 
・湾岸線への案内標識の設置 
・横羽線を走行する車両の湾岸線への誘導を図るため、生麦ジャンクション等の整備検討 
・ロードプライシングの首都高速道路への適用について検討 

（２）沿道への影響を緩和するための道路構造の改善等 
①市街地の幹線道路において、環境施設帯の整備（歩道拡幅、植樹帯の整備）、遮音壁の設置、
低騒音舗装の敷設等により、沿道環境の改善を図る。 
≪具体的施策≫ 
[大気汚染、騒音の低減] 
・産業道路の８車線区間を６車線に車線削減し、植樹帯を整備 
・国道１号の環境施設帯の整備（歩道の広幅員化、植樹帯の整備） 
・国道１５号の環境施設帯の整備（歩道、植樹帯の広幅員化） 
[騒音の低減] 
・首都高速横羽線への遮音壁及び裏面吸音板を設置 
・産業道路、横羽線、国道１号、１３２号、４０９号、県道扇町川崎停車場線、県道川崎
町田線、県道鶴見溝の口線への低騒音舗装を敷設 
・産業道路への遮音壁を設置 
・国道１号、１５号への遮音壁を設置 

②交通流の円滑化 
市街地の幹線道路において円滑な交通の流れを確保するため、ボトルネックの解消、交差
点構造の改良を図る。 
≪具体的施策≫ 
[大気汚染の改善] 
・産業道路のボトルネックの解消のための大師橋の拡幅 
・国道１号の交通流の円滑化のための遠藤町、都町、尻手の各交差点構造の改良 
・国道１５号のボトルネックの解消のための池田町拡幅、交通流の円滑化のための宮前、
川崎警察署前、元木町の各交差点構造の改良 
・京急大師線の連続立体交差化による１４ヵ所の踏切の除却 

③沿道法等を活用しつつ、沿道に立地する住宅の防音化を推進する。 
・沿道の土地利用を緩衝建築物などへ転換することにより、沿道地域にふさわしいまちづ
くりを促進する。 

（３）その他 
① 産業道路、横羽線における光触媒、土壌による大気浄化システムの設置の試行的実施 
② 国道４０９号等に大気測定局を設置 

 
関係機構と連携して推進する低公害車の普及促進、公共交通機関の利用促進や物流対策等の自動
車交通需要の調整にかかる対策に関して必要となる道路整備については、別途検討 
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「より良い沿道環境の実現に向けて」(道路審議会答申) の概要 

－沿道環境の現況－ －沿道環境をめぐる最近の動き－ 

大都市や主要幹線道路沿道は、なお環境基準を超え深刻な状況 
(大気) 
○ 環境基準を達成していない地域は、

大都市圏に集中 

沿道地域だけでなく、バックグラウンド
の大気質も環境基準を超過 

 

二酸化窒素： 
・ 全国の排ガス測定局の 3 割(Nox 法

特定地域で７割)が環境基準を超過 

・ ﾜｰｽﾄ 20 は全て特定地域 
浮遊粒子状物質： 
・ 全国の排ガス測定局の６割(Nox 法

特定地域で９割)で環境基準を超過 

(騒音) 
○ 騒音の環境基準を超えている地域

は、大都市圏以外の幹線道路沿道に

も分布 
 
 

 
・ 全国の沿道騒音測定地点の９割が

朝、昼、夕、夜のいずれかで環境基

準を超過(６割が全時間帯で超過) 
・ ﾜｰｽﾄ 20 は東京圏・大阪圏とその他

の地域とが概ね相半ば 

 ○ 西淀川訴訟の和解 
(平成 10 年７月) 
川崎訴訟の横浜地裁川崎支部判決 

(2～4 次)(平成 10 年８月) 

○ 騒音にかかる環境基準の改定 
(屋内透過騒音レベルの導入) 

(平成 10 年９月) 

○ 自動車排ガス規制等の強化と低公害車の
開発普及 

○ 地球温暖化防止のための取組み 

－沿道環境改善のための基本的方向－ 
基本理念 

経済・社会活動を支えている幹線道路の役割と沿道に居住する人々の生活環境の保全との両立 
基本的方向 

－施策展開の基本的方向－ 
 
 
 
 
 
 
 
－取り組み体制－ 
○ 道路管理者のみでなく、地元地方公共団体、関係行政機関との連携と、道路利用者、地域の事業者、住民の参加と協力が不可欠 

－沿道環境改善のための新たな施策展開－ 
沿道環境改善のための道路整備 低公害車の開発・普及 住民等の参画による交通需要調整の導入

○ 通過交通のための幹線道路と地域利用
型の幹線道路とに機能分化して、道路ネ

ットワークを整備 
特に、環境への影響の大きい大型車に
ついては、ネットワーク整備等とともに、こ

れと連携した交通規制を導入 
また、地域利用型に特化する幹線道路
については道路構造を改善 

○ 沿道環境の激しい既存幹線道路につい
ては、交通流の円滑化、道路構造の改
善対策を推進 
大都市圏においては複数の幹線道路に
ついて、一元的、総合的に推進 

○ 幹線道路の沿道にふさわしい土地利用

への転換の促進と住宅防音化の推進 

○ 国民等による評価のため、沿道環境改
善のための道路整備の計画や効果の情

報を提供 

○ 沿道環境は、自動車から出される排出ガ
ス、騒音によるものであり、発生源対策が

基本 

○ ディーゼル車について、沿道環境への
影響の大きい車種であることを踏まえ、

規制値の適切な強化を期待 

○ 規制の効果が十分に発現するため、既
存の自動車の最新の規制値を満たした

ものへの速やかな転換 

○ 沿道環境の厳しい地域で、低公害車の
利用を促進 
道路管理者も低公害車普及のためのイ
ンフラ整備 

○ 大都市圏のバックグラウンドの大気質が
環境基準を超えている地域等で、自動

車の利便性に大きく依存した生活、経
済・社会活動を見直し、自動車交通需要
を調整 

○ 沿道環境改善のための道路整備の効果
と限度を定量的に示した上で、関係事業
者・住民等とのパートナーシップの下に

交通需要を調整 

○ 交通需要の調整を効果的、効率的に進
めるための、情報提供、パークアンドライ

ド駐車場等の基盤施設整備、交通規制
の導入、ＩＴＳ等の新技術の活用 

沿道環境改善プログラムに基づく総合的な対策の推進 

○ 沿道環境が厳しい地域ごとに、沿道環境改善プログラムを策定し総合的に対策を推進 
・ 地域に即して、道路管理者と地元地方公共団体、関係行政機関や関係事業者等から成る協議会において、連携を図り、また広く住

民等の意見を反映して、沿道環境改善プログラムを検討・策定し、推進 
・ プログラムの内容：幹線道路ネットワークの整備運用計画、既存幹線道路の交通円滑化・構造改善計画、沿道整備の計画、低公害車

の利用促進計画、交通需要の調整計画等 

○ プログラムに基づき、地域の沿道環境の改善を総合的かつ着実に推進する仕組みの制度化も検討 

自動車の低公害化と自動車交通を分散する幹線道路ネットワークの整備が基本 

現に環境が激しい地域では、道路構造対策等により沿道環境を改善することが急務 

大都市圏では、自動車交通の需要調整を導入 



 

高齢者の免許保有者数 
・高齢化の進展に伴い高齢者の免許保有者数も増加すると予測される。 
・65 歳以上免許保有者は 1995 年現在で約 5 千人(65 歳以上人口約１万 8000 人)、
2050 年時点では約２万 8000 人(65 歳以上人口約３万 2000 人)であり、65 歳以上
人口に占める免許保有者数の割合が極端に大きくなる。 

 
表 65 歳以上人口と免許保有者数 

 

 
予測方法について 
 ①６５歳以上将来推計人口 
・厚生省人口問題研究所の推計結果をその
 「日本の将来人口」(平成９年１月推計
②６５歳以上将来免許保有者数 
以下の方法で年齢別免許保有率を設定し
分)に乗じることで６５歳以上免許保有

・ 平成７年度の実績値を運輸省「数字でみ
・ 16～29 歳までは年齢階級が上がるごと
齢期」と考えられる。このため 16～29
した。 

・ 30～69 歳までは、５年前の 30～34 歳の
44 歳の保有率になるといった具合に想定

・ 70 歳～については、考え方は 30～69 歳
～69 歳の保有率と 70 歳～の保有率を、

③1990 年以前のデータの出典：「国勢調査
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健常高齢者の推計 
・国立社会保障・人口問題研究所の推計（1997．1）によると、65 歳以上の高齢者
人口は、1995 年には 1,826 万人であったが、2000 年には 2,187 万人、2020 年に
は 3,334 万人と推計されている。 

・元気な高齢者数を推計すると、2000 年では 2,047 万人、2010 年では 2,603 万人
となり、増加傾向を示すこととなる。 

 
 
 

元気な高齢者数の推計 （単位：万人） 
 1993 1995 2000 2010 2020 
全国人口 12,476 12,557 12,689 12,762 12,413 
高齢者人口 1,684 

（13.5％） 
1,826 
（14.6％）

2,187 
（17.2％）

2,808 
（22.0%） 

3,334 
（26.9％）

要介護高齢者数 100 
（0.8％） 

110 
（0.9％） 

140 
（1.1％） 

205 
（1.6％） 

270 
（2.2％） 

元気な高齢者数 1,584 
（12.7％） 

1,716 
（13.7％）

2,047 
（16.1％）

2,603 
（20.4％） 

3,064 
（24.7％）

 
注）１：全国人口、高齢者人口の推計値は、国立社会保障・人口問題研究所の推計による。 
  ２：要介護高齢者数は、厚生省 21 世紀福祉ビジョンに基づいて推計したものである。 
    （ ）内は全国人口に占める割合である。 
  ３：元気な高齢者数は、高齢者人口から要介護高齢者数を引いたものである。（ ）内は全国人口

に占める割合である。 

 
＜推計方法＞ 
・厚生省「21世紀福祉ビジョン」（1993）によると、1993年時点の推計で寝たきり老人（寝たき
りであって痴呆の者を含む）は 90 万人、寝たきりでない要介護の痴呆性老人は 10 万人、合わ
せて要介護老人数は 100万人と推計されているが、2000年には、それぞれ 120万人、20万人、
あわせて 140万人に達するものと推計されている。 
・要介護老人数の高齢者人口に占める割合は、1993年時点と 2000年時点の割合の変化が直線的
に続くと仮定すると、次の式で示される。 
   ｙ＝0.0857ｘ―165.0（ｘ：年、ｙ：高齢者人口に占める要介護高齢者数の割合） 
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高齢者の生きがい、外出目的 
・高齢者の生きがいとしては、「外出・旅行」、「子・孫の成長」に感じている人が
多い。 

・高齢者のうち、日頃外出する人の割合は、95.9％であり、その目的としては、買
い物のため、病院等への通院のためが多い。 

 
図 高齢者の生きがい 

（出典）広島市「高齢者の生活実態と意識に関する調査」（平成９年 10月） 

 
図 高齢者の外出の目的 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）総務庁『高齢者の交通安全行動調査」に関する調査研究報告書』（平成９年３月） 
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高齢者、障害者の外出時の交通手段 
・高齢者の外出の際の交通手段としては、徒歩 37.8％、自動車（自分で運転）18.8％、
自転車（16.5％）である。 
・障害者の外出の際の交通手段としては、自家用車が 87.7％、バス 34.4％、タク
シー34.4％である。 

 
図 高齢者の交通手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）総務庁『高齢者の交通安全行動調査」に関する調査研究報告書』（平成９年３月） 

 
図 障害者の交通手段 

（出典）月刊ぴーぷる編集部「生活調査レポート」（平成９年９月） 
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高齢者の就業状況 
・平成９年の 65 歳以上の高齢者の労働力人口（就業者と完全失業者の合計）は 475
万人、労働力人口比率（注）は 24.2％で、４人に１人が労働力人口となっている。 
・男女別にみると、男子は労働力人口が 298 万人、労働力人口比率が 36.7％で、女
子はそれぞれ 177 万人、15.4％となっている。 
・欧米諸国の労働力人口比率をみると、アメリカ（12.2％）以外はいずれも 10％を
下回っており、我が国は欧米諸国に比べ、、男女とも高い水準にあるといえる。 

 注）65歳以上の労働力人口比率＝（65歳以上労働力人口÷65歳以上人口）×100 

 
65 歳以上の労働力人口比率の国際比較 

労働力人口比率（％） 国名（年次） 労働力人口 

（万人） 男女計 男 女 

日本 (1997) 475 24.2 36.7 15.4 

アメリカ (1997) 389 12.2 17.1 8.6 

カナダ (1996) 22 6.4 10.3 3.5 

イタリア (1996) 31 3.5 6.0 1.8 

イギリス (1993) 45 5.1 7.4 3.5 

フランス (1996) 13 1.4 1.7 1.2 

ドイツ (1996) 36 2.7 4.4 1.6 

（参考）  

日本 （60 歳以上） (1997) 910 33.3 48.6 21.7 

韓国 （60 歳以上） (1996) 184 39.6 54.5 29.2 

 
(資料)  日本：「労働力調査」、アメリカ：労働省労働統計局“Employment and Earnings”、 
 その他：ILO“Yearbook of Labour Statistics” より作成 
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高齢者の就業意欲と社会参加 
・高齢者の就業意欲を外国と比較してみると、我が国は、アメリカ、ドイツ等より
仕事を続けている者の割合は高く、今後も仕事を続けたいという意欲もアメリカ
と並び高くなっている。 

・ 高齢者の社会的活動への意識について、同好会、サークル活動や種々の行事、催
し物への参加を通じて、社会とのかかわりをもって生活したいと思うかについて
は、意欲を示すものが７割を超える。 

 
高齢者の就業意欲の外国との比較 

（％） 
 日本 アメリカ ドイツ 韓国 タイ 

現在就業者 43.6 23.5 6.8 33.6 37.1

  

60～64歳 63.9 44.3 17.1 56.5 54.9

65～69歳 44.8 29.4 7.5 42.6 39.3

70～74歳 38.3 18.7 1.1 26.9 23.4

75～79歳 20.6 7.7 0.9 19.9 19.2

80歳以上 13.7 2.2 1.3 10.1 11.6

就労継続希望者 89.4 90.0 69.4 79.9 82.8

 

注） １：現在就業者は、現在、収入を伴う仕事をしている者 

２：就労継続希望者は、現在、収入を伴う仕事をしている者であって、今後も収入を伴う仕事をしたいと思う者 

３：調査対象は、60 歳以上の男女 

（出典）総務庁長官官房高齢社会対策室「高齢者の生活と意識に対する国際比較調査」（平成７年度） 

 
高齢者の社会的活動への意識 

（％） 
 日本 アメリカ ドイツ 韓国 タイ 
そう思う 37.3 22.2 32.6 9.9 32.0
どちらかといえばそう思う 34.8 30.3 20.4 31.6 18.3
どちらかといえばそう思わない 12.8 15.6 16.5 33.1 10.6
そうは思わない 14.2 29.4 29.3 25.5 39.1

 

注） １：「教養・文化、スポーツ、社会奉仕などについての同好会、サークル活動や種々の行事、催し物への 

  参加を通じて、社会とのかかわりを持って生活したいか」という質問への回答 

２：調査対象は、60 歳以上の男女（施設入所者を除く） 

(出典)総務庁長官官房高齢社会対策室「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成７年度） 
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運輸部門のエネルギー消費 
・京都会議において、産業、運輸、民生各部門の CO2排出量削減対策の基本的方向
が定められ、環境負荷軽減への運輸部門としての取組が求められている。 
・最終エネルギー消費量は、産業部門が約 50％、民生、運輸部門が各々約 25％を
占めるが、近年は運輸部門の伸びが大きく、中でも旅客部門の伸びが著しい。 
・運輸部門を輸送機関別に見ると、自動車の割合が旅客、貨物部門とも 90％近く
を占め、伸び率も他の機関（鉄道・海運・航空）を圧倒している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）「総合エネルギー統計」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

注) 1973 年度を 100 として指数化 

(出典) 総合エネルギー統計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)資源エネルギー庁 「地球温暖化問題とその対応について」 
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地球温暖化対策への取組み 
・ＣＯＰ３に向けて開催された「地球温暖化問題への国内対策に関する関係審議会
合同会議」において、産業・運輸・民生各部門の CO2排出量削減対策の基本的方
向がまとめられた。 
・CO2排出量を 2012 年に 1990 年比 6％削減とする京都議定書の採択を受け、「地球
温暖化対策推進大綱」では、当面の CO2排出量の削減目標を 2.5％とし、植林や
排出量取引など CO2吸収側の検討も同時に進められることとなった。  

 
－地球温暖化対策の取組み状況－  

■ 地球温暖化問題への国内対策に関する関係審議会合同会議開催（平成 9年 8月～11 月）  
■関係審議会合同会議報告書を総理大臣に提出（平成 9年 11 月 14 日） 
 
CO  2排出量削減に向けての分野別対策と効果 
 
【産業部門】― 2010 年排出推定量：141Mt‐C→125Mt‐C、90 年比：△5％→▲7％ 
・産業界挙げての省エネルギー努力徹底 
・省エネルギー法に基づく政府措置の強化  
・革新的な省エネルギー技術の開発、導入の加速的な推進 
・燃料転換の抜本的な推進  
 
【民生部門】― 2010 年排出推定量：99Mt‐C→72Mt‐C、90 年比：△38％→横這い 
・民生用機器へのトップランナー方式による省エネルギー基準を採用 
・機器単体のエネルギー消費効率の大幅な向上 
・省エネルギー法に基づく住宅・建築物の省エネルギー基準の強化 
・冷暖房の適正な温度調整、電気機器・照明等のこまめなスイッチオフなどの促進 
・適切な情報提供、教育、広報、省エネルギーに関するラベリング制度の強化による国民の省エ
ネルギー、CO2排出削減の努力促進 

 
【運輸部門】― 2010 年排出推定量：81Mt‐C→68Mt‐C、90 年比：△40％→△17％  

           （CO2排出削減量：万 t-C） 
1 ． 自動車等個別輸送機器のエネルギー消費効率の向上等

(1) 省エネ法に基づく自動車の燃費の向上等 ▲320
･ 省エネ法に基づくｶﾞｿﾘﾝ車の2001年度以降の新たな燃費目標の引き上げ及びﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
車の燃費目標の新設

(2) 新エネ法等に基づくｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車･低公害車の普及促進 ▲60
(3) 低燃費自動車の普及促進のための経済的誘導施策
(4) その他輸送機器（鉄道、船舶、航空機等）のｴﾈﾙｷﾞｰ消費効率の向上
･ 鉄道:ｴﾈﾙｷﾞｰ効率がよい省ｴﾈ型電気車両、直墳式ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車等の導入及び車両の軽
量化対策等 ▲10

･ 船舶:船体抵抗の低減を目指した船舶、低燃費な推進機関の技術開発等 ▲10
･ 航空:燃料効率の良い高性能機材の導入促進及び航空航法ｼｽﾃﾑ構想に基づく効率
的な運行等 ▲30

(5) 高性能電池搭載型電気自動車等の技術開発 ▲30
2 ． 物流の効率化及び公共交通機関の利用促進等

(1) 物流の効率化
① 貨物自動車積載効率向上 ▲130
･ ﾄﾗｯｸ全体の積載率47.1％を50.0％に向上

② ﾄﾚｰﾗｰ化及び車両大型化の促進 ▲60
･ 営業用大型ﾄﾗｯｸの6.5％をﾄﾚｰﾗｰ化
･ 大型ﾄﾗｯｸ（20t）の3割を25t車に転換

③ 港湾整備による輸出入貨物の国内陸上輸送距離の削減 ▲40
④ 鉄道･内航貨物輸送の推進 ▲20
･ 500kmを超える雑貨物のうち鉄道･船舶の占める割合を39.8％から50.0％に向上

(2) 公共交通機関の利用促進等
① 自動車交通から公共交通機関への誘導 ▲150
･ 都市部における鉄道新線整備、新交通ｼｽﾃﾑ等整備、及びﾊﾞｽの利便性向上施策によ
り、乗用車利用から鉄道、ﾊﾞｽ等の利用へ誘導。都市部における乗用車利用の約4％を
転換。

② 新幹線整備による輸送効率の向上 ▲10
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分野別 CO2排出量推移予測 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                           【凡例】 

                                            実線‐対策無 

                                            破線‐対策有 

 
 
 
 
 
(資料) 「総合エネルギー統計」「関係審議会合同会議報告書」より作成 

 
【その他】 
・大量消費・大量廃棄型のライフスタイルの見直し 
・革新的な技術によるブレイクスルー 
・原子力その他 CO2排出削減に役立つ石油代替エネルギーの供給増強 
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3 ． 交通対策（渋滞対策、高度道路交通ｼｽﾃﾑ、交通需要ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ施策）の実施、交通対
策に係る規制措置と国民に対する啓蒙活動のありかた

(1) 交通需要ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ施策の実施 ▲10
･ 通勤など相乗り可能な交通を対象とした相乗りの実施、朝夕のﾗｯｼｭを緩和するｵﾌﾋﾟｰｸ
通勤の実施等

(2) 高度道路交通ｼｽﾃﾑの推進 ▲110
① ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝの高度化
･ VICS搭載車両が2割普及し、走行速度が2～6％向上

② 自動料金収受ｼｽﾃﾑ
③ 交通管理の最適化
･ 管制ｾﾝﾀｰの高度化

(3) 信号制御による自動車交通の円滑化 ▲20
(4) 路上工事の縮減や駐車場整備による自動車交通の円滑化 ▲10
･ 平成14年度までに路上工事件数を半減

(5) 国民に対する啓発活動など ▲140
① 全自動車のうち3割がｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟを実施
② 短距離自動車交通（1km未満）の3割を自転車･徒歩に転換
③ 自動車点検整備の着実な実施
④ 急発進･急加速の抑制
⑤ ﾏｲｶｰや業務車両の利用自粛（全自動車利用の1％削減）
(6) 情報通信を活用した交通代替の推進 ▲110
･ 2010年のﾃﾚﾜｰｸ人口（2週間に1日以上）を2080万人と仮定

4 . 渋滞の緩和、解消のための着実な道路整備と実走行燃費の向上 ▲1020
計 ▲2290
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■ＣＯＰ３開催（平成 9年 12 月１日～10 日） 
わが国は 2008 年から 2012 年までの約束期間において、温室効果ガス（CO2，CH4，N2O，HFC，PFC，
SF6）の CO2換算排出量を 1990 年比 6％削減することと決定（HFC，PFC，SF6 は 1995 年比 6％減） 
  
■地球温暖化対策推進本部設置（平成 9年 12 月 19 日：閣議決定） 
ＣＯＰ３で採択された京都議定書の着実な実施に向け、内閣総理大臣を本部長とする対策推進
本部を内閣に設置。関係審議会合同会議と連携を取りながら推進することを決定。 
  
■ 「地球温暖化対策の推進に関する法律案」（平成 9円 4月 28 日：閣議決定） 
  
■「地球温暖化対策推進大綱」（平成 10 年 6 月 19 日：推進本部決定） 
【6％削減目標達成に向けた方針】 
京都議定書におけるわが国の 6%の削減目標については、当面、次の対策により達成していくこ
ととする。 
(1)二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素の排出量については、1997 年 11 月の地球温暖化問題への
国内対策に関する関係審議会合同会議報告書に従い、省エネルギーや新エネルギーの導入及
び安全に万全を期した原子力立地の推進を中心としたエネルギー需給両面の対策や革新的技
術開発、国民各界各層の更なる努力などを着実に推進することにより、2.5％の割減を達成す
る。 

(2)代替フロン等３ガス（HFC，PFC，SF6）の排出量については、プラス 2％程度の影響に止める。 
(3)目標期間の排出量から植林、再植林等による純吸収分を差し引くことにより、議定書上約
0.3％削減が見込まれる。 
また、2010 年頃におけるわが国全体の森林等による純吸収量が 3.7％程度と推計されるとこ
ろ、今後の国際交渉において必要な追加的吸収分が確保されるよう努める。このため、二酸
化炭素の吸収量に関する調査研究の推進等を踏まえつつ、締約国会議の合意を得て適切な方
法論等を確保するよう努める。 

(4)京都議定書で導入された排出量取引、先進国間での共同実施、先進国と途上国で共同して排
出削減を行うクリーン開発メカニズムなどの国際的な枠組みの活用を図る。 

 
COP3 に基づく CO  2排出量の目標値 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                          【凡例】 
                                           実線 ― 対策無 
                                           破線 ― 対策有 
                                           一点鎖線-6％削減 
 
 

（資料）「総合エネルギー統計」「関係審議会合同会議報告書」より作成 
 
 
■ 「地球温暖化対策の推進に関する法律」成立（平成10年10月2日、9日公布） 
 
■「地球温暖化対策に関する基本方針」（平成11年4月9日：閣議決定） 
 
■「地球温暖化対策推進大綱の進捗状況及び今後の取組の重点」（平成11年7月2日：推進本部） 
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道路整備と運輸部門の CO2排出量の関係 
・運輸部門の内、自動車交通については、渋滞の緩和･解消によって走行速度が向
上するよう着実に道路整備を行い、自動車交通の円滑化を進めていくことによ
り、2010 年の排出量は 6,960 万トン（炭素換算）となる見込みである。 
・道路整備が一切行われない場合には、走行速度が現況より低下することにより、
更に 1,020 万トン増加し、7,980 万トンとなる見込みである。 
・さらに、その他の運輸部門の排出量削減施策を実施することにより、排出量は約
1,300 万トン減少し、1990 年比では約 17%増加することが予想されている。 

 
自動車からのＣＯ２排出量見通し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

運輸部門からのＣＯ２排出量見通し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

道路整備を行わない場合
79.8Mt-C

道路整備を行った場合
69.6Mt-C

80.8Mt-C 
（道路整備実施）

67.8Mt-C 
（2010 年≒1.17）
（全施策実施）

20001990 2010

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

1987 1995 2005

C
O

2
排

出
量

(炭
素

換
算

百
万

ト
ン

)

50.8Mt-C

道路整備を行わない場合
91.0Mt-C 

2000 20101990

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1987 1995 2005

C
O

2
排
出
量

(炭
素
換
算
百
万
ト
ン

)

58.3Mt-C(1990年＝1.00)

1,020万ﾄﾝ

1,300万ﾄﾝ

1990 2010(予)

自動車走行台ｷﾛ
(億台ｷﾛ)

6,286 8,805

平均速度
(km/h)

30.5
34.0

(27.7)

CO２排出量
(Mt-C)

50.8
69.6

(79.8)

(  )内は道路整備を行わない場合

注）道路整備による自動車走行台キロへの影響は考慮していない。 
(出典) 「関係審議会合同会議資料」 
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高速バスに求められる規制緩和 
・高速バスに求められる規制緩和としては、①管理の受委託に関する規制の緩和、
②標準運送約款の別扱い、③駅前広場における一般バス乗り場の解放 が挙げら
れる。 

 

① 管理の受委託に関する規制の緩和 

・管理の受委託に関する規制緩和は、主として需要の減退傾向が著しい地方バスの生活路線の維
持対策の一環として、事業の効率化を図る観点から実施、拡大されてきた経緯があり、一般バ
スについては、大幅な規制緩和されてきたものの、高速バスについては、一定の条件に下にお
いて限定的に認められてきた。 
・２００１年度の乗合バス事業に関する需給調整規制の廃止によって、高速バス分野の競争激化
が予想されるため、管理の受委託に関する規制の大幅な緩和を要望する声が上っている。 
・特に、３００㎞を超える夜行便に関しては、現状でも採算性が悪化しているため、共同運行会
社間の運行委託に関する条件の緩和、共同運行会社以外への運行委託を可能にする措置の導入
等、２００１年度以前に規制緩和の実施を要望する声が強い。 
② 標準運送約款の別扱い 

・高速バスの運送約款については、乗合バス事業の標準運送約款が適用されている。 
・高速バスにおいては、一般の乗合バスと異なり、事前の予約制が定着していること、乗客全員
の着席を前提としていること、高速道路の利用により定時性の確保が一般バス以上に求められ
ること等、契約関係について一般の乗合バスと異なる取り扱いを行うべき項目が多い。 
・特に次の項目については、多くの高速バス事業者が一般バスと別扱いを行うべきと考えている。 
１） 払戻手数料の金額については、手数料を収受している事業者のすべてが現在標準運送約款

で定められている１００円を収受しているが、一般バスに比較して料金が高く、予約の手
続きが煩雑な高速バスについては、例えば料金の一定割合の金額とする等これを増額する。 

２） 同伴小児の取り扱いについては、自社約款等により１人目から収受している事業が多いが、
標準運送約款通り旅客１人につき２人目から小児運賃を収受している事業者や、空席が多
い場合には収受していない事業者もある。高速バスでは旅客全員について着席、シートベ
ルトの着用が前提とされていることから、約款において統一的に取り扱う。 

③ 駅前広場における一般バス乗り場の解放 
・高速バスについては、日常生活の交通手段としての性格が薄く、且つ、一般バスに比較して収
益性が高いと認識されていたこともあって、発着場所については、各事業者の責任において、
且つ、一般バスの乗り場の考え方の延長線で整備・確保されてきた経緯があり、このことが、
高速バスの発着場所の分散及び利便性の悪さをもたらしている側面がある。 
・ターミナルの整備、改修、利便施設の整備に対する助成とともに、駅前広場における一般バス
のバス乗り場の一部を高速バスに解放する等の調整措置の検討を望む声が出ている。 
 
(資料）日本バス協会「高速バス事業の今後の発展のための取るべき方策について」より作成 
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規制緩和による効率化への要請 
・事業規制・監督に係る政策分野の縮減と効率的な社会システムの追求が求められ
ている。 
・特にトラック運送に関しては、1989 年の物流二法の交付以来、規制の緩和が進
められている。 

 
図 物流二法の構成 

 
 

旅　客　関　係

一般事業（免許）

特定事業（許可）

無償事業（届出）

貨　物　関　係

一般事業（免許）

特定事業（許可）

無償事業（届出）

自動車運送取扱事業（登録）

自
動
車
運
送
事
業

道路運送法

軽車両等運送事業
旅客関係（届出）

貨物関係（届出）

自動車道事業（免許）

自家用自動車の使用

通運事業法（廃止）

鉄道運送取扱業（免許）

鉄道集配業（免許）

貨車積卸業（免許）

通運計算事業（認可）

航　空　法

航空運送事業（免許）

利用航空運送事業（免許）

外国人国際利用航空運送事業（許可）

航空運送取扱事業
旅客関係（届出）

貨物関係（届出）

航空運送代理店業（届出）

航空機使用事業（免許）

海上運送法

船舶運航事業（免許・許可・届出）

船舶貸渡業（届出）

海上運送取扱業（届出）

海運仲立業（届出）

海運代理店業（届出）

内航海運業法

内航運送業（許可）

内航運送取扱業（許可）

内航船舶貸渡業（許可）

一般事業（許可）

貨物自動車運送事業法

特定事業（許可）

貨物軽自動車事業（届出）

廃　　　　　　　止

利用運送事業（許可）

貨物運送取扱事業法

運送取次事業（許可）

外国人等による国際
貨物運送取扱事業

（許可・登録）

通運計算事業（届出）
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表 トラック運送事業に係る規制の緩和について 
年次 法制度／指針など 規制緩和の内容 

1989(h1) ・ 物流二法公布 ・ 道路運送法、通運事業法(廃止)、航空法、海上運送法、内航海
運業法の貨物輸送に関する部分を、貨物自動車運送事業法及
び貨物運送取り扱い事業法の二法に集約 

1990(h2)  ・ 営業区域の拡大(北海道圏) 
1990(h6)  ・ 営業区域の拡大(四国圏区域) 
1995(h7) ・ 規制緩和推進計画閣議

決定 
 

1996(h8) ・ 規制緩和推進計画の改
定について閣議決定 

 

1997(h9) ・ 規制緩和推進計画の再
改定について閣議決定 

・ 物流施策大綱閣議決定 

・ 営業区域の拡大(中国圏区域、九州圏区域) 

1998(h10) ・ 新たな規制緩和推進計
画閣議決定 

・ 営業区域の拡大(中部圏区域、近畿圏区域) 
・ 運賃規制の緩和(原価計算書の添付を不要とする範囲拡大) 
・ 特別積合せ貨物運送に係る規制、車両の保管場所と営業所の
距離の規制等の見直し 

・ IC周辺の市街化調整区域における物流施設の開発許可につい
ての立地条件の緩和 

・ 貨物運送取扱事業の規制緩和(トラック運送事業者による鉄道
利用運送事業が容易になる等) 

1999(h11) ・ 規制緩和推進計画(改
定)について閣議決定 

・ 営業区域の拡大化が完了(東北圏、関東甲信越圏) 
・ 最低車輌台数の緩和(h12 年度までに段階的に全国一律５台
に) 

(資料) 「トラック輸送産業の現状と課題」(平成 2年、7年等) より作成 

図 トラック事業者数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注） １：自動車交通局資料により作成 
 ２：退出事業者には、合併、譲渡により消滅したものを含む。 
 ３：事業者数は、特定、霊柩トラックを含む。 

 
路線・区域別トラック事業者数推移 

 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

路線(特別積合せ) 337 336 332 329 325 297 292 290 287 286 285 279 279

区域 33,201 33,841 34,471 35,168 35,888 36,485 37,387 38,569 39,627 41,047 42,501 44,299 45,959

※貨物自動車運送事業法（平成２年 12 月施行）により区域と路線は一括して、一般貨物自動車運送事業となり、路線は特別積合せ

に改称した。 
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ＰＩの実施状況 
・新道路整備五ヶ年計画策定にあたって、道路審議会での審議において、ＰＩ（パ
ブリックインボルブメント）方式を採用し、国民からの意見募集、計画への意見
の反映等を行った。 

 
【新道路整備五ヶ年計画における PI】 

・道路審議会基本政策部会の下に設置された「２１世紀のみちを考える委員会」が、広く国民の
意見を聴くことを目的として、「キックオフレポート」を作成。１２のテーマについて様々な考
え方（参考意見）を紹介し、「みち」に関する意見募集を行った。（平成８年５～７月） 

・約３万６千人の方々から１１万件を超える意見や提案が寄せられ、「ボイスレポート」としてと
りまとめられた。（平成８年１１月） 

・「ボイスレポート」等を踏まえて、道路審議会基本政策部会の下に設置された「２１世紀の生活
とみちを考える委員会」は、検討の「中間とりまとめ」を公表・意見募集を行った。（平成９年
３月） 
・「中間とりまとめ」に対して、約１万５千人の方々から意見・提案が寄せられ、「中間とりまと
め意見募集結果」としてとりまとめられた。「中間とりまとめ意見募集結果」は「道路審議会建
議」（平成９年６月）に反映された。 
・  

図 新たな道路計画におけるＰＩ方式の導入 
 

道路審議会 基本政策部会 

21 世紀のみちを考える委員会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）建設省道路局「道路と環境」 
 
 

キックオフ・レポート発表

みなさん

み な さ ん の 意 見 の
とりまとめレポート発表

みなさんの意見を踏まえた
新 た な 道 路 計 画 の
基 本 的 考 え 方 発 表

新たな道路計画策定スタート

意 見 等 受 付

1996 年 7 月末日まで

新たな道路計画の策定

1996年5月20日 

1996年11月 

1997年上半期 

新たな道路計画スタート

1998年

1997年

提言(道路審議会) 

建 設 省 
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